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第２回 熊本県議会 震災及び防災対策特別委員会会議記録（平成23年６月27日) 

 

 第 ２ 回  熊本県議会震災及び防災対策特別委員会会議記録 

 
平成23年６月27日(月曜日) 

            午後１時20分開議 

            午後２時27分休憩 

            午後２時33分再開 

            午後３時42分閉会 

――――――――――――――― 

本日の会議に付した事件 

 （１） 熊本県地域防災計画に関する件 

 （２） 東日本大震災による被災地域の復

興支援に関する件 

 （３） 東日本大震災による県内経済等へ

の影響について 

 （４） 閉会中の継続審査事件について 

  ――――――――――――――― 

出席委員(13人) 

        委 員 長 村 上 寅 美 

        副委員長 前 川   收 

        委  員 山 本 秀 久 

        委  員 鬼 海 洋 一 

        委  員 小 杉   直 

        委  員 早 川 英 明 

        委  員 大 西 一 史 

        委  員 堤   泰 宏 

        委  員 城 下 広 作 

        委  員 松 田 三 郎 

        委  員 中 村 博 生 

        委  員 佐 藤 雅 司 

        委  員 松 岡   徹 

欠席委員(１人) 

        委  員 西 岡 勝 成 

委員外議員(なし) 

――――――――――――――― 

説明のため出席した者 

 知事公室 

       知事公室長 松 見 辰 彦 

       危機管理監 牧 野 俊 彦 

危機管理防災課長 佐 藤 祐 治 

 総務部 

           部  長 駒 崎 照 雄 

       市町村局長 小 嶋 一 誠 

        人事課長 古 閑 陽 一 

    消防保安課政策監 原   悟 

 企画振興部 

 総括審議員兼政策審議監 河 野   靖 

        企画課長 坂 本   浩 

健康福祉部 

 総括審議員兼政策審議監 松 葉 成 正 

    健康福祉政策課長 吉 田 勝 也 

      医療政策課長 三 角 浩 一 

環境生活部 

      政策審議監兼 

         環境政策課長 内 田 安 弘 

    環境立県推進課長 田 代 裕 信 

      環境保全課長 清 田 明 伸 

 商工観光労働部 

      政策審議監兼   

 商工政策課長 田 中  典 

 商工振興金融課長 福 島   裕 

      労働雇用課長 大 谷 祐 次 

      首席審議員兼 

   産業支援課長 高 口 義 幸 

新エネルギー産業振興課長 森 永 政 英 

     企業立地課長 渡 辺 淳 一 

       観光課長 宮 尾 千加子 

       国際課長 山 内 信 吾 

農林水産部 

       政策審議監 豊 田 祐 一 

    農林水産政策課長 国 枝    玄  

      農地整備課長 田 上 哲 哉 

    漁港漁場整備課長 平 尾 昭 人 

 土木部 

         部 長 戸 塚 誠 司 
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        監理課長 金 子 徳 政 

    土木技術管理課長 西 田   浩 

      道路保全課長 亀 田 俊 二 

        河川課長 林   俊一郎 

        港湾課長 手 島 健 司 

        砂防課長 高 永 文 法 

        建築課長 坂 口 秀 二 

教育委員会事務局 

       教育次長 松 永 正 男 

     教育政策課長 田 中 信 行 

     首席審議員兼 

       施設課長 後 藤 泰 之 

警察本部 

 警務部 

    参事官兼警務課長 吹 原 直 也 

  警備部 警備第二課長 村 崎 幸 人 

――――――――――――――― 

事務局職員出席者 

   政務調査課主幹    木 村 和 子 

   政務調査課主幹   竹 本 邦 彦 

――――――――――――――― 

  午後１時20分開議 

○村上寅美委員長 皆さんこんにちは。予定

の時間になりましたので、ただいまから震災

及び防災対策特別委員会を始めさせていただ

きます。よろしくお願いいたします。 

 開会に先立ちまして御報告いたします。 

 本日は、西岡委員が、所用のため、欠席で

あります。 

 ただいまから第２回震災及び防災対策特別

委員会を開催いたします。 

 私からごあいさつをさせていただきます。 

 委員長を仰せつかりました村上寅美であり

ます。前川副委員長と協力をして、本委員会

が円滑に運営されますよう、力を尽くしてま

いりますので、皆様の御協力をよろしくお願

いいたします。 

 本年３月に発生しました東日本大震災は、

東北地方等の各県にわたり広域的な未曾有の

被害をもたらし、戦後最大の国難と言われて

おります。 

 本県においても、電力の問題を初め県内経

済への影響が懸念されております。また、県

では、被災地域の復興支援のために、県職員

等の派遣を継続的にやられております。地域

防災計画の見直しにも着手される状況にあり

ます。 

 このような県の現状を踏まえ、議会として

も、震災による県内経済等への影響や地域防

災計画、さらには被災地域の復興支援につい

て、新たな特別委員会を設けて審議すること

とした次第でございます。 

 本委員会においては、執行部と情報をしっ

かり共有しつつ、この国難に立ち向かう最善

の方策のために、委員の皆様方の忌憚のない

活発な議論が展開される場にしたいと考えて

おります。どうぞよろしくお願いいたしま

す。 

 それでは、執行部も入っておられますの

で、初めての委員会でございます。執行部を

代表していただき、松見知事公室長から、ご

あいさつをお願いいたします。 

 

○松見知事公室長 知事公室の松見です。ど

うぞよろしくお願いします。 

 委員会の開会に当たりまして、執行部を代

表してごあいさつ申し上げます。 

 県議会におかれましては、本県の防災計画

に関し、かねてから特別の御配慮と御指導を

いただき、深く感謝申し上げます。 

 さて、東日本大震災の発生から既に３カ月

以上を経過しました。一部には復旧、復興に

向けた動きも出てきておりますけれども、被

災地では、依然として多くの方々が避難生活

を余儀なくされ、また福島第一原子力発電所

事故も収束の道筋が見えないなど、大変厳し

い状況が続いております。 

 本県では、これまで、被災地への人的・物

的支援のほか、被災者の受け入れのための公

営住宅の提供や就農に対します支援等に全力
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を注いでまいりました。特に職員派遣に関し

ましては、市町村とともにチーム熊本を編成

し、宮城県の東松島市や南三陸町へ１週間か

ら12日間にわたる短期派遣を継続しておりま

すが、６月１日からは、地方自治法に基づく

職員派遣として、土木技術職員等を最長来年

３月まで、10カ月間の長期派遣を行っている

ところでございます。 

 被災地の状況は、時間の経過とともに日々

変化してきておりますので、現地に派遣して

いる職員等を通じ、被災地のニーズを的確に

把握しながら、今後も息の長い支援を続けて

いくこととしております。 

 また、今回の大震災の教訓を踏まえまし

て、当面の対応として、市町村に対し、避難

所の安全点検や住民に対します情報伝達体制

の再確認の要請を行いました。 

 さらに、中長期的な対応としまして、県地

域防災計画の見直しを行うため、防災関係機

関や専門知識を有する方々による熊本県地域

防災計画検討委員会を５月26日に立ち上げ、

第１回の検討会を開催したところでございま

す。 

 委員会では、今後起こり得る地震・津波や

被害想定を再検討するとともに、大規模かつ

広域的な災害への対応、避難体制や支援のあ

り方、さらに原子力発電所事故への対応など

について検討を行い、計画に反映させていく

こととしております。 

 また、県内経済への影響につきましては、

４月５日に経済情報連絡会議を設置し、情報

収集や分析を行い、必要な対応について全庁

挙げて取り組んでおります。また、６月１日

には、懸念される電力不足問題に対応するた

め、連絡会議の中に検討部会を立ち上げたと

ころでございます。 

 県内経済への影響は、全体として徐々に落

ちつきを取り戻しつつありますけれども、海

外からの誘客など、依然として予断を許さな

いものもあります。県として、地域経済への

影響の度合いを見きわめながら、その状況に

応じて対応を進めてまいります。 

 本日は、これまでの経緯や主な事業の概要

等につきまして、関係課長から御説明いたし

ますので、どうぞよろしく御審議いただきま

すようお願い申し上げます。 

 

○村上寅美委員長 ありがとうございまし

た。 

 それでは、執行部から自己紹介をお願いし

ます。 

  （松見知事公室長～村崎警備第二課長の

順に自己紹介) 

○村上寅美委員長 それでは、付託事件の審

議に入る前に、審議の方法についてお諮りを

いたします。 

 本委員会に付託の調査事件は、いずれも急

を要する事柄ばかりであります。議論に長く

時間を費やさずに、短期間で意見集約を行い

たいと思います。また、付託事件のメーンテ

ーマは、未曾有の災害から県民の生命、財産

を守るためにはどのようにすればよいかとい

うことでありまして、ある程度範囲を絞って

議論を進めていきたいと思います。 

 そこで、審議方針として、１つ目に、熊本

県地域防災計画に関する件について、短期

的、集中的に審議を行うこととし、２つ目

に、国の責任で実施すべき対策については、

議論は議論としても、基本的には対象としな

いということにしたいと思います。３つ目

は、被災地への支援及び県内経済等に関する

影響の件については、その状況や変化等を把

握し、必要な対応の方向性を検討する。 

 以上の審議方針としたいが、御賛同いただ

けますでしょうか。 

  （｢異議なし」と呼ぶ者あり) 

○村上寅美委員長 それでは、審議に入りま

す。 

 お手元に配付しております本日の次第に従

い、まず、執行部からの説明後に、一括して
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審議を行いたいと思います。 

 では、執行部から、まず、熊本県地域防災

計画に関する件について説明を願います。 

 

○佐藤危機管理防災課長 危機管理防災課で

ございます。済みません、失礼ですが、着座

のまま説明させていただきます。 

 説明の都合上、きょうは、済みませんが、

付託事件の２という27ページの方から御説明

させていただきたいと思っております。 

 この資料につきましては、気象庁発表の資

料と消防庁の資料を使っております。 

 まず、東日本大震災の概要でございます

が、地震の概要につきましては、御承知のと

おりでございますが、３月11日の14時46分ご

ろ――23ページでございます。失礼いたしま

した。資料の23ページをお願いしたいと思い

ます。 

 今回の東日本大震災の地震、津波の状況、

それから熊本県内の地震、津波の状況、その

後に、今回の見直しの経過、内容等について

御説明いたします。 

 23ページに記載のとおり、地震の概要につ

きましては、３月11日14時46分ごろに、宮城

県の三陸沖で発生した地震でございます。こ

れは、太平洋プレートと北アメリカプレート

境界位置、日本海溝付近における海溝型の地

震であると言われております。海溝型の地震

でございます。 

 マグニチュードは9.0ということでござい

まして、この9.0という地震の規模は、大正1

2年の関東大震災のマグニチュード7.9や昭和

８年の昭和三陸地震のマグニチュード8.4を

上回る日本国内観測史上最大、世界でも第４

位の巨大な地震ということでございます。阪

神・淡路は、ちなみにマグニチュード7.3で

ございました。 

 ちなみに、マグニチュードが１大きい地震

は、エネルギーが約30倍とのことでございま

して、日本及びその近海では、マグニチュー

ド８程度の地震が10年に１回、マグニチュー

ド７程度の地震が１年に１回、マグニチュー

ド５以上の地震が１年に100回程度発生して

いると言われておりますが、世界で発生した

マグニチュード６以上の地震のうちの約２

割、20％が、日本及び日本近海で発生してい

るということでございます。 

 今回は、震度としましては、震度７を頂点

に、震度６強、６弱と、非常に広い範囲で地

震が発生しております。 

 また、４番にありますように、日本各地に

大きな津波が発生しておりまして、これによ

りまして、被害を非常に拡大させたところで

ございます。 

 気象庁の分析によりまして、この地震は、

単一ではなくて３つの地震が連動したものと

解析されております。破断層の断面は、南北

に400キロ、東西に200キロの広範囲に及んだ

ということでございます。 

 24ページをお願いいたします。 

 このような状況でございますので、非常に

被害も戦後最大ということになると思いま

す。死者、行方不明者２万人以上でございま

すけれども、これも広範囲にわたっておりま

して、１都１道10県で死者、行方不明が発生

しております。 

 避難者につきましても、今現在８万を超え

ておりますけれども、発災直後につきまして

は、44万人を超えるというような多くの避難

者が出ております。 

 さて、県内の状況でございますけれども、

熊本県内におきましても、この地震によりま

して津波警報等が発令、発表されておりま

す。３月11日の15時30分に、天草灘、有明・

八代海に津波注意報が発表されまして、その

日の21時35分には、津波警報が発表されてお

るところでございます。 

 本県の警戒措置につきましては、５番にあ

りますとおり、発災直後に警戒本部を立ち上

げまして、本部長は、総務部長を中心とする
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警戒本部を立ち上げて、その日の17時のうち

に警戒本部会議を開催いたしまして、警戒に

当たったところでございます。 

 結果としましては、２番にありますとお

り、20時20分ごろに、天草市の本渡港で県内

最大の80センチを観測したところでございま

すが、幸いにも大きな被害は出ておりませ

ん。 

市町村におきましても、沿岸の14市町ござ

いますけれども、それぞれ災害対策本部を設

置する等して警戒に当たったわけでございま

すが、特に大きな被害はあっておりません

し、22名の方が自主避難しておりますけれど

も、その翌日の朝には避難も解いておりま

す。 

 県内では、こういう状況でございます。 

 さて、２番目でございますが、25ページで

ございますけれども、熊本県の過去の地震及

び津波の記録を防災計画の中から抜粋して書

いております。 

 熊本県内におきましても、このような形で

多くの地震、それから津波等が起こっており

ますが、ちょっと５番でございますけれど

も、これが大きな津波でございまして、1792

年５月21日に雲仙岳が噴火、それから地震が

起こりまして、雲仙岳の前の眉山が崩壊しま

して、それによって津波が起こるということ

でございまして、地震と津波で、死者は全体

で１万5,000人と言われております。これが

「島原大変肥後迷惑」と呼ばれる、大きな地

震・津波災害でございます。これをどう評価

するかは非常に難しいところでございますけ

れども、事実として、こういう地震・津波災

害が起こっております。 

 それから、７番目でございますけれども、

これが熊本地震と呼ばれるものでございまし

て、ここ最近においては、これが一番大きな

被害をもたらした地震だと思われます。これ

が、マグニチュード6.3、現在の熊本市付近

で起こっておりまして、死者20名、負傷者52

名、家屋全壊228戸等でございまして、かな

り大きな揺れによって地震が起こっておりま

す。熊本地震と呼ばれております。 

 その後、熊本県内では起こっております

が、次のページの、済みません、26ページで

ございます。これが津波の災害でございまし

て、昭和35年、1960年のチリ津波が、回り込

みといいますか、太平洋側から回り込んで熊

本にも被害を起こしたということでございま

して、これにつきましては、床上浸水が３

戸、床下浸水３戸等が起こっておりまして、

ちょっと津波高が、これについてはわかって

おりませんけれども、こういう被害が起こっ

ております。 

 熊本におきましては、マグニチュード５、

６の地震が頻繁に起こっておる状態でござい

ます。 

 津波につきましては、今回の2011とあわせ

て、2009年、２年前でございますけれども、

これもチリ沖の津波が起こっておりますけれ

ども、そのときも、幸い大きな被害はあって

おりません。 

 ですから、熊本におきましては、地震はか

なり群発しておりますが、津波につきまして

は、３回、４回、特に回り込み、いわゆる太

平洋から回ってくる津波が起こっておりま

す。「島原大変肥後迷惑」をどういうふうに

評価するか難しいところでございますけれど

も、こういう津波が起こっておるところでご

ざいます。 

 あわせてでございますが、参考として、高

潮被害、津波に非常に近い災害が、これはか

なり頻繁に起こっておりまして、昭和以降の

人的被害が起こりましたのを参考に挙げさせ

ていただいておりますけれども、昭和２年に

は、飽託郡、玉名郡におきまして、台風によ

る高潮被害で400名を超える方が亡くなって

おります。このときは、約６メートル以上の

高潮被害があったと聞いております。 

 それから、２番目でございます。これは御
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記憶に新しいと思いますけれども、台風18号

によります高潮被害で、当時の不知火町、松

合地区で、死者12名の被害が起こっておりま

す。これは５メートル前後の高潮だったとい

うふうに聞いております。このときは、高潮

被害では12名でございますけれども、全体と

しては、16名の死者が出たと思っておりま

す。県下各地で大きな被害を起こしておりま

す。 

 続きまして、28ページをお願いしたいと思

います。 

 このように、過去の歴史の中では、地震、

津波が起こっておりますが、今後の予想とい

いますか、今後こういうことがということで

ございますが、熊本県に影響を及ぼす地震と

いうことで、熊本県の活断層につきまして、

予想される断層を入れております。非常に地

図が小さくて、これは出典からそのまま入れ

たもんですから、小さくて大変恐縮でござい

ますけれども、活断層が多くあるということ

でございます。ちょっと色も見えにくうござ

いますけれども。 

 まず、断層には、熊本県の南阿蘇から旧長

陽村、それから八代海南部に延びます布田

川・日奈久断層帯、それから人吉盆地南縁断

層、それから県外になりますけれども、別府

－万年山断層、雲仙断層群、それと出水断層

帯がありまして、これらがマグニチュード７

クラスの地震が予想されております。 

 特に布田川・日奈久断層でございますけれ

ども、政府の地震調査委員会におきまして

は、これは断層帯がある予想がございますけ

れども、その中でも、いわゆる地震の起きる

確率は高い方だと言われておりまして、今後

30年以内に地震が発生する確率は、日奈久・

布田川の中部地域では、０から６％というこ

とでございます。０から６％といいますと低

いようでございますけれども、例のマグニチ

ュード7.3の阪神・淡路地震が、野島断層と

いうのが発生源でございますけれども、その

ときが０から８％ということでございますの

で、同様に、熊本県も非常に高いというふう

な形になっております。 

 いわゆる活断層という形で地震を起こす活

断層、過去に起こったということでございま

すので、これを中心に起こってくるのかと思

います。主な断層だけ入れておりますけれど

も、細かい断層がたくさん熊本県内にはある

ということでございます。 

 それから、今非常に話題になっている分に

つきましては、これは海溝型地震ということ

で、太平洋側はこれが中心で起こっておりま

す。今言われております東海、東南海、それ

から南海地震でございますが、かなりこれは

頻度が高くなっておりまして、下に記載して

おりますとおり、100年から150年周期で活動

を繰り返しているということでございます。

 括弧書きにございますように、30年以内の

発生確率でございますけれども、東海地震が

マグニチュード８クラスが87％起こるんでは

ないか、それから東南海地震はマグニチュー

ド8.1前後の地震が70％近く起こるんではな

いか、それから南海地震につきましてはマグ

ニチュード8.4の地震が60％近く起こるんじ

ゃないかということで言われております。 

 ただ、これらが三連動するということが言

われておりまして、これまでも三連動が危惧

されていたわけでございますけれども、三連

動の津波が起こっても、下の図のように、熊

本県内に被害を及ぼすという想定はされてお

りませんでした。今回、しかし、もう一度こ

れを見直すということでございまして、ちょ

っと結果としてはどうなるかわかりませんけ

れども、見直した結果として、回り込みとい

いますか、うちの方に被害を及ぼすような津

波が想定される可能性はございます。 

 続きまして、30ページでございます。 

 熊本県の地域防災計画の見直しにつきまし

て説明したいと思います。 

 今回の地震を受けまして、地震、津波等に
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ついての対応をどうするか、防災計画を見直

すということでございますが、まず、今回の

大震災を受けまして、当面できることをや

る、今の計画の中でできることをやろうとい

うことでございまして、４月のうちに、県内

の各市町村に対しまして、以下の５つの事項

につきまして調査要請をしたところでござい

ます。 

 特に、１番でございますけれども、沿岸の

14市町に対しまして、津波被害を想定し、指

定済み避難所の位置とか構造等、それから高

さ等の再点検を要請して、それが安全かどう

かの確認をしてほしいということを行ったと

ころでございます。 

 それから、全市町村に対しまして、避難勧

告等の情報伝達の再確認、それから防災、こ

れは県が持っております防災情報メール、こ

れだけでなくてよろしいんですけれども、情

報がきちっといくようなことをやってほし

い、それから避難勧告等の発令基準、これは

市町村がつくるようになっておりますが、こ

れらについてぜひ策定を促進してほしい、そ

れから、自助、共助の共助に当たります自主

防のさらなる育成強化ということをお願いし

たところでございます。 

 済みません、先に１ページめくっていただ

きまして、32ページに、これらの調査につい

ての状況を書いております。 

 ありますとおり、沿岸の、津波だけではな

くて、すべての避難所につきまして調査した

ところでございまして、14市町の1,031カ所

から海岸５キロ以内に位置するのが594カ所

ございました。それらにつきまして、海岸か

らの距離と高さをあらわした図でございま

す。決してこれ全部、海岸から近く、それか

ら高さが低いから、すべて危険というわけで

はございませんで、その土地の状況であると

か、建物の強固さとかいうことも影響してく

るんだと思っております。 

 避難所の構造につきましては、ございます

とおり、鉄筋コンクリートや鉄骨が多うござ

いますけれども、なお木造というものもござ

いました。 

 備考のところに書いておりますように、沿

岸14市町の場合、津波のほかに、洪水とか土

石流、高潮、地震等の場合の避難予定場所に

もなっておりますので、すべてについて行い

ましたので、それぞれ指定の仕方が違う場合

もございます。ここは津波に向いていると

か、ここは高潮だというような場合もござい

ますので、一概には何とも言えませんけれど

も、これらを見ながら市町の方では今調整を

行っていただいているところでございます。 

 それから、避難勧告等の発令基準の策定状

況でございます。これは全市町村に対して行

いまして、水害、それから土砂災害、高潮、

津波につきまして、それぞれ策定をしていた

だきたいというのは平成20年ごろから強く求

めておるところでございます。策定済み、そ

れから策定中ということで、まだ未着手とい

うところはなくなりました。特に津波につき

ましては、策定済みが５市町で、残りの９は

まだということでございますが、いずれにし

ましても、今年度中に策定をするというふう

な予定で聞いております。 

 それから、避難勧告等の伝達体制でござい

ますけれども、防災行政無線を使うのが一番

多うございますけれども、それ以外にもでき

るだけ複数の伝達体制を使っていただきたい

ということでございまして、なかなかできな

いところにつきましては、県が防災メールを

つくっておりますので、それらを活用してい

ただきたいというふうな趣旨で調査をしたと

ころでございます。 

 済みません、また、恐縮ですが、戻ってい

ただきまして、30ページでございますけれど

も、今後の見直しの基本方針でございますけ

れども、書いておりますとおり、今回の震災

の教訓を踏まえまして、地震及び津波による

被害推計について再点検する、それから大規
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模かつ広域的な災害の対応や住民避難体制を

中心に計画を見直すということにしておりま

す。 

 それから、見直しに当たりましては、検討

委員会を設置するということで、先ほど公室

長の方からのあいさつにありましたとおり、

５月の26日に第１回目を立ち上げたところで

ございますが、あわせて、今回、被災地の支

援のために、県職員、それから市町村職員、

たくさん行っております。もう400名を超え

る数行っておりますし、県職員も200名を超

える数が行っております。帰ってきまして、

それらの知見を生かしながら、状況につきま

して、ぜひ今回の防災計画に生かしたいとい

うふうに考えております。 

 それから、丸の３つ目でございますけれど

も、検討結果につきましては、できるだけ早

く防災計画にしたいと思いますが、防災計画

は、後ほど説明しますけれども、非常に総合

的な計画でございますので、計画以下のとい

いますか、下部機関の下部の計画であると

か、それからマニュアル等についても生かし

ていきたいと思っておりますので、そういう

ことについても反映させていくということで

考えております。 

 31ページでございますが、見直しの主なテ

ーマとしましては、まずは地震及び津波によ

る被害推計の再点検を行いたいということで

ございます。特に津波については、本県で起

こり得る津波がどういうものかという推定は

ございません。地震につきましても、ありま

すけれども、ちょっと簡易なものでございま

すので、これにつきましては、検討委員会の

中、それから、今回の６月補正で上げており

ますけれども、被害想定の調査研究を委託い

たしまして、そちらの中できちんとしたもの

をつくりたいと思っております。 

 次に、次の視点からの防災計画の再点検と

いうことで、テーマを幾つか挙げております

けれども、特に、上から３つ目の市町村や県

の区域をまたがる広域避難への対応体制の充

実あたりにつきましては、これまでの防災計

画で非常に手薄な部分かなと思っております

し、下から３つ目の原子力発電所事故への対

応体制というのは全く記載がございませんの

で、これらを中心に検討していきながら計画

を見直していきたいと思っております。 

 計画の概略スケジュールにつきましては、

下の表で挙げております。防災会議が５月19

日開かれておりますが、検討委員会を５月26

日立ち上げまして、検討委員会で検討しなが

ら、できるものは来年度の防災会議の中で織

り込みたいと思っております。その中では、

国の方が、一番上でございますけれども、防

災基本計画、中央防災会議の中でやられると

いうことでございますけれども、今専門調査

会が中間報告をきのう出しましたんですが、

秋までには最終的な報告が出るということに

なっておりますので、それらをできれば反映

したところでというふうに考えております。 

 それから、下にもございますけれども、下

の３つ、４つにつきましては、今回の６月補

正で上げさせていただいております。こうい

うことも実施しながら、特に、今、被害想定

調査の実施につきましては、これを検討委員

会の中で織り込みながら、できるものは来年

度の防災会議、また、ちょっと被害想定等に

つきましては時間がかかる分がございますの

で、次年度の防災会議までには防災計画の見

直しを終わりたいと思っております。 

 33ページでございますが、検討委員会のメ

ンバーでございますが、学識経験者等の８名

と、それから防災関係機関ということで、防

災関係につきましては、各機関と協力をする

ということが非常に大事でございますので、

特に、陸上自衛隊、それから海上保安部、県

警、消防等々につきましては、委員会のメン

バーに入っていただきまして、その中で検討

を進めていきたいというふうに考えておりま

す。 
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 34ページでございますが、地域防災計画の

概要という形で書かせていただいておりま

す。 

 先生方のお手元に、大変恐縮ですけれど

も、厚い冊子がございますが、防災計画、本

日配らせていただいております。全体とし

て、資料編を入れますと600ページを超すと

いう形になっておりまして、かなり膨大な計

画でございますが、これは、42機関が入りま

す防災会議のメンバーがどのようなことを実

施すればいいということで、大綱的につくる

ということになっておりますので、このよう

な計画になっております。内容的には、災害

に対する予防対策や応急対策、それから復旧

対策等を定めたものでございます。 

 防災計画の体系としましては、２番目にご

ざいますように、国の中央防災会議が定めま

す防災基本計画がございまして、それに基づ

きという書き方になっているのは、基づいて

県の防災計画をつくり、市町村が、また市町

村の地域防災計画をつくるという形になって

おります。それぞれが、そごがないようにと

いうことでやっていくことになっておりま

す。 

 地域防災計画の修正手続につきましては、

書いておりますように、防災会議の中で審

議、承認が必要ということでございます。 

 内容としましては、非常に多うございます

ので、省略させていただきますけれども、一

般災害対策編というのが前からできておりま

すが、これは、昭和38年、沿革にありますよ

うに、地域防災計画をつくりましたときに一

般対策という形でつくったわけでございます

けれども、平成７年に阪神・淡路大震災が起

こった際に、震災についても特別に見直そう

ということでございまして、平成９年には、

防災計画の中に震災対策編というのをつくっ

ております。 

 震災対策編を抜き出したのが35ページでご

ざいますが、35ページは、その中で今回見直

しの対象になるかなと、これだけではござい

ませんけれども、見直しの対象になるような

ものにつきまして、被害想定でありますと

か、広域防災活動拠点の指定であるとか、備

蓄であるとか、海岸保全施設の耐震性である

とか、こういう形で見直しの対象になるかな

と思う部分を一応記載させていただいており

ます。ここで、これだけで170ページござい

ますので、これらを総合的に見直していくと

いうことで、恐らく、県庁――土木部、福祉

部等の協力を得ながら、全庁挙げての見直し

作業ということになるかと考えております。 

 今回は、そういうことで、震災対策編を中

心に見直して、一般対策編に必要な部分を盛

り込むというような形で見直しを進めていく

予定でございます。 

 最後になりますが、36ページでございます

けれども、今回の６月補正の中で、震災対策

に関しまして、幾つか予算要求をさせていた

だいております。 

 １番目が、大震災の関係の支援事業関係で

ございまして、これはまあ既に使っている部

分もございますが、２番目につきましてが被

害想定調査事業という形で、地震・津波被害

の想定を、先ほど言いましたように、これを

２カ年かけてということで、2,500万、2,500

万の5,000万で、２カ年かけて、きちんとし

たものをつくりたいと考えております。 

 それから、自主防災組織、自助、共助でご

ざいますけれども、この辺、熊本県53.3％

と、非常に低うございます。全国的にも、自

主防災組織率が全国41位と、下の方でござい

ます。いろいろ理由はあるんでございますけ

れども、ここにつきましては、今意識も上が

っておりますので、今回こういう形で活性化

事業、促進事業をいたしてあげたいなと思っ

ております。 

 それから、今回の震災を見ますときに、非

常にヘリコプターを使う場面が多うございま

して、うちの防災ヘリの「ひばり」も、当日

 - 9 -



第２回 熊本県議会 震災及び防災対策特別委員会会議記録（平成23年６月27日) 

のうちに向かったわけでございます。そこの

反省の中で、どうもやっぱり地理がわからな

いときは非常に困るということで、上空から

確認できるヘリサイン、大きな建物の上の方

に番号であるとかいうのを書いとるヘリサイ

ンというのがございますけれども、それらを

整備した方が非常に活動がやりやすいという

ことでございます。熊本県でも大規模な災害

が起こったときに、これは熊本市が先行して

もうやっとったわけでございますけれども、

熊本市以外のところにもつけたいということ

で、県下146カ所つけるということのヘリサ

インでございます。 

 それから、今何回も言いましたように、県

で、メールサービスという形で直接行く、県

民の方に直接行くメールサービスを準備して

おりますけれども、これらにつきましても少

し改善したいということで予算を上げさせて

いただいております。 

 以上でという形でございますが、できるだ

け早急に防災計画の見直しについて図ってい

きたいと思っておりますので、よろしくお願

いしたいと思います。 

 以上でございます。 

 

○村上寅美委員長 次に、東日本大震災によ

る被災地域の復興支援に関する件について説

明願います。 

 

○原消防保安課政策監 消防保安課の原で

す。３月下旬から支援総合窓口を担当してお

りますので、私の方から支援状況を説明させ

ていただきます。座って説明いたします。 

 付託事件３の39ページからお願いいたしま

す。 

 今回の東日本大震災は、東北地方を中心

に、広い範囲で極めて大きな被害をもたらし

ております。６月21日現在、これは警察庁調

べですが、死者１万5,000人、行方不明者7,0

00人、合計で２万2,000人を超えておりま

す。また、６月16日現在の、こちらは内閣府

調べですが、全国で11万2,000人を超える方

々が避難生活をされております。依然として

大変厳しい状況が続いております。 

 このような状況の中で、本県におきまして

も、震災発生当日から継続してさまざまな取

り組みを行っておりますので、その概要につ

いて御説明いたします。 

 まず１点目ですが、支援総合窓口を設置い

たしまして、全体調整や情報発信、相談・問

い合わせ等に対応いたしております。 

 ２点目ですが、災害見舞金としまして、県

の予算から総額1,100万円を計上しまして、

被災７県に贈呈をいたしました。 

 ３月14日に県庁及び振興局に義援金窓口を

設置し、県民や団体から義援金を受け付けて

おります。現在までのところ３億円余を日本

赤十字社熊本県支部へ贈呈しております。 

 被災地の子供たちを支援する目的で「くま

モン募金」を実施し、今のところ1,120万ほ

ど受け付けております。なお、このうち1,00

0万円は、熊本県保育協会からの募金となっ

ております。 

 ３点目、職員派遣についてですが、人的支

援につきましては、国や全国知事会の要請を

受けて、宮城県を重点支援いたしておりま

す。具体的な支援先の市町村につきまして

は、宮城県庁と調整をいたしました。 

 １点目ですが、県防災消防ヘリ「ひばり」

につきましては、震災発生当日、３月11日に

総務省消防庁の要請を受け、その日のうちに

出動いたしております。 

 災害派遣保健医療チームですが、避難住民

の健康相談活動等を行うため、市町村と合同

で、医師や保健師等を南三陸町へ派遣いたし

ております。 

 情報収集・連絡調整のため、宮城県庁の災

対本部に職員を派遣しております。 

 40ページをお願いいたします。 

 下水道施設の被災状況調査のため、市町村
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と合同で、白石市等に派遣をいたしました。

 市役所窓口業務支援のため、市町村と合同

で、東松島市へ派遣しております。なお、７

月派遣予定まで含めますと、45市町村すべて

が参加予定となっております。 

 ６点目ですが、平成11年に本県で発生しま

した災害の塩害対策技術の情報提供及び農地

の被災状況調査等のために、職員を宮城県庁

に派遣いたしております。 

 ここまでが、派遣期間、数日間から１～２

週間の公務出張命令によります短期の派遣と

なっております。 

 次の７、８につきましては、地方自治法に

基づく職員派遣となりまして、宮城県職員と

しての身分をあわせ持ち、給料や手当は派遣

を受けた宮城県の負担となっております。 

 (7)ですが、河川、道路等の災害復旧業務

を行うため、６月１日から最長今年度末まで

の間、土木職などの技術職を９名、宮城県の

土木事務所等へ長期派遣を行っております。

 (8)ですが、被災した生徒の心のケアを行

うため、７月１日から今年度末の間、養護教

諭１人を宮城県へ長期派遣の予定となってお

ります。 

 (9)ですが、被災者の救出、救助や行方不

明者の捜索、御遺体の検視、身元確認、被災

地のパトロール、交通規制等のため、これま

で延べ503人の警察官等が派遣されておりま

す。 

 以上、合計で、県職員が203名、市町村職

員は、県と合同で230名、下の方に単独派遣

分が220名おりますので、市町村職員は合わ

せますと450人、消防職員が208人となるな

ど、大規模な職員派遣となっております。 

 先ほどもありましたように、多くの職員が

支援の業務で派遣されておりますが、現地で

の経験を教訓にして、本県の防災対策、防災

計画に反映できますよう、今後活動記録の取

りまとめを行っていく予定としております。 

 41ページをお願いいたします。 

 支援物資関係ですが、支援物資につきまし

ても、全国知事会の調整により、宮城県を重

点支援いたしております。県民からも３月下

旬に新品の衣類等を募集いたしまして、提供

のありました14万3,000点を県民ボランティ

アの協力を得まして仕分けを行いまして、３

回に分けて、宮城県の東松島市、石巻市、南

三陸町へ輸送することができました。その

後、支援物資につきましては、宮城県から受

け入れ停止の申し出があっておりますので、

本県におきましても、県民からの募集は現在

のところ延期いたしております。 

 続きまして、５点目、被災者の受け入れに

つきましてです。 

 県内への避難者につきましては、現在、毎

週１回、市町村を通じまして把握をしており

ます。６月20日現在では、県内64世帯159名

の方々が避難されております。これは、５月

12日の43世帯、６月１日の54世帯と比較しま

すと、徐々に避難者の世帯数、人数とも増加

傾向にございます。 

 まず、(1)ですが、一時的な居住の場とし

て県内の公営住宅等を確保しまして、６月20

日現在、19世帯52人が入居中でございます。 

 文部科学省の調査によりますと、６月１日

現在、15市町村で、64人の児童生徒を県内の

小中高等学校へ受け入れ中でございます。 

 (3)被災者の就業支援ですが、緊急雇用創

出基金事業を活用いたしまして、被災者を人

材派遣会社で年度末まで雇用いたしまして、

その間、その後の継続雇用につなげていく事

業です。40人ほどの被災者枠を設けておりま

すが、現在までのところ実績はありません。

 ２点目ですが、県やポリテクセンターが行

っております職業訓練を活用しまして、被災

者向けの再就職に向けた職業訓練の機会を提

供する事業ですが、これにつきましても、現

在までのところ利用はあっておりません。 

 ３点目ですが、全国で初めて本県独自の事

業としまして、被災農家を支援するために、
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県内の農業法人等への就業、住居、移動経費

をパッケージで提供する事業を創設いたして

おります。県内22件の農業法人が現在ハロー

ワークに提出をしておりますが、今までのと

ころ被災農家からの具体的な相談はあってお

りません。今後も、制度の周知に努める予定

といたしております。 

 続きまして、(4)です。 

 避難者のアンケートを実施いたしました。

県内への避難者の実態を把握しまして、今後

の支援策の検討とするために、４月22日から

５月27日にかけまして、県が把握しておりま

した41世帯92人の方々に、面談または電話で

アンケートを実施いたしました。 

 アンケートの概要につきましては、43ペー

ジから掲載をいたしておりますが、45ページ

からのグラフ等が見やすくなっておりますの

で、こちらで主なものだけ御説明いたしま

す。 

 まず、45ページですが、円グラフの左上、

グラフ１で、41世帯のうち約６割が、福島県

からの避難となっております。グラフ３で

は、家族と離れての避難、例えば、夫は被災

地の方で仕事を続け、妻子が熊本に避難とい

ったパターンが多いんですが、家族と離れて

の避難が約６割となっております。 

 46ページをお願いいたします。 

 右下の方に表１の棒グラフがございます

が、県外避難をした理由の約４割が放射能へ

の不安となっております。 

 47ページをお願いいたします。 

 47ページのグラフ14では、求職者29名のう

ち、依然として無職の方が51％、その右の方

の棒グラフでありますように、ハローワーク

等で現在求職中でございます。 

 48ページをお願いいたします。 

 左上の表３では、生活資金についてお尋ね

しましたところ、約４割の方々が貯金を取り

崩して生活資金に充てられております。 

 49ページの表７では、熊本に避難する際の

心配事について尋ねましたところ、約６割が

特に心配なしとなっておりますが、７名の方

々が原発事故の風評被害を心配しながら避難

をされております。ただ、アンケートの面談

の段階では、具体的な風評被害の報告はあっ

ておりません。 

 50ページをお願いいたします。 

 県内の行政機関に望むことをお尋ねしまし

たところ、37％が特になしでしたが、就労先

の提供や支援策の充実を求める声がありまし

た。 

 なお、その下にございますが、被災者同士

が集まる機会の提供を求める声が複数ありま

したことから、県の方では、７月に入りまし

て、県内避難所の交流会の開催を計画いたし

ております。ただ、一部の避難者の方から

は、自分が避難者であることを知られたくな

い、あるいは非公開であれば参加したいとい

う申し出もあっておりますことから、できる

だけ多くの避難者に集まっていただくために

も、交流会は今回は非公開で行うことといた

しております。 

 グラフの最後ですが、52ページをお願いい

たします。 

 今後の予定についてお尋ねしましたとこ

ろ、１カ月以内から１～２年後まで含めまし

て、68％の方々が、被災地、地元への帰郷を

考えておられる一方で、23％の方が、熊本に

永住を希望されております。 

 以上がグラフについてです。 

 済みません、もとに戻っていただきまし

て、資料42ページをお願いいたします。 

 その他の支援についてですが、復興支援チ

ャリティーバザールを６月４日、５日にグラ

ンメッセで開催いたしました。目標を上回る

多くの参加者がありまして、出展料や売上金

から成る義援金の総額も、近々開催されます

実行委員会で確定される予定となっておりま

す。 

 (2)ですが、避難されている方々に精神的
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な安らぎを感じられる空間を提供するため

に、避難所の一角に「みんなの家」を提供す

る事業です。くまもとアートポリス事業とし

ましては、県外で初めての展開となります。 

 参考に、２つ書いております。 

 １点目は、これまで九州各県とは災害時の

相互応援協定を締結していましたが、今回の

大震災を機に、九州外での大規模災害にも備

えるために、被災地の支援を迅速に行えるよ

う、九州知事会長のもとに対策本部を設置

し、支援地域を割り当てる仕組みづくりが九

州地方知事会で合意されました。 

 (2)ですが、今回の大震災が東北地方の広

域にわたる被害となったことを教訓にしまし

て、九州内だけの協定ではなく、遠隔地とも

相互応援協定を結ぶ重要性が高まったため、

東海地震に備えて、防災体制強化に先進的に

取り組んでおられます静岡県との協定締結に

向け、協議を進めているところでございま

す。 

 以上、支援関係の御報告です。 

 

○村上寅美委員長 それでは次に、東日本大

震災による県内経済等への影響に関する件に

ついて説明をお願いします。 

 

○坂本企画課長 東日本大震災による県内経

済等への影響について御説明させていただき

ます。着座のまま失礼いたします。 

 資料７ページをお開きください。 

 ７ページには、４月５日、庁内に立ち上げ

ました東日本大震災に係る経済情報連絡会議

の設置要領をお示ししております。 

 本県における震災に伴うさまざまな地域経

済への影響について、企画振興部政策審議監

を座長に、各部政策審議監などをメンバーと

したこの会議で、情報収集、分析等を行って

おるところです。 

 次に、８ページをお願いいたします。 

 経済情報連絡会議の部会として設けました

電力不足問題検討部会の設置要領をお示しし

ています。 

 懸念されている電力不足問題に対応するた

め、県民や事業者などとともに、全県的な節

電対策等に取り組むことを目的としておりま

す。 

 商工観光労働部新産業振興局長を部会長と

して、次の９ページにありますとおり、各関

係課が連携して対応を検討することとしてお

ります。 

 次に、10ページをお開きください。 

 県内経済への影響について御説明いたしま

す。 

 把握の方法にありますとおり、各部局を通

じて、県内の企業、関係団体等から直接聞き

取りを行いながら、状況把握に努めておると

ころです。 

 まず、１の農林水産業分野ですが、野菜類

については、５月には出荷量が多く、単価安

の状況が続いておりましたが、現在では、お

おむね通常に戻りつつあります。 

 花卉は、イベントの中止などでの需要減で

価格が低下しておりましたが、おおむね販売

単価も前年並みとなってきております。 

 畜産物では、牛乳・乳製品は、関東への出

荷が一時増加しましたが、通常に戻りつつあ

ります。 

 11ページをお願いします。 

 鶏卵については、一時期単価が上昇しまし

たが、通常に戻りつつあります。 

 木材については、断熱材などの資材不足に

よる住宅建設の鈍化の影響で木材需要が減少

しており、単価も下がりつつあります。 

 アサリやブリなど水産物については、例年

並みに回復してきております。 

 中段にあります輸出品につきましては、原

発事故の影響から食品等の安全性確認の要請

が強くなっており、ＥＵなどへの輸出に際し

て、県では、産地証明書を発行しています。

発行件数は、６月15日現在で11カ国117件と
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なっています。また、放射能検査について

は、中国等から適合証明書を求める動きが顕

在化しております。本県では、熊本県薬剤師

会が検査機器を導入し、７月から検査を開始

する予定となっています。 

 12ページにかけまして、香港など、各地域

ごとに輸出状況を記載しています。 

 12ページをお願いいたします。 

 中ほどに記載しています燃油、飼料等のう

ち養殖飼料についてですが、えさ用のイワシ

類は、コウナゴから放射性物質が検出された

ことが影響して、関東方面産が敬遠され、一

時期、ほかの産地の価格が若干上昇しました

が、値段も落ちついてきております。オキア

ミについては、国内主要産地の被災の影響な

どから上昇していた価格も、例年並みに戻り

つつあります。 

 13ページをお願いいたします。 

 ２の商工業分野です。 

 まず、製造業について、自動車関連などさ

まざまな分野で、資材等の調達難など、影響

を受けておりますが、自動車メーカーの生産

復旧が当初より早まっており、自動車部品の

関連企業の稼働率にも回復が見られるところ

です。 

 運送業では、燃料不足は解消し、燃料価格

も落ちついていますが、輸送量の減少は継続

している状況です。 

 卸売業、小売業については、東日本の水産

加工品など入荷に影響が残っているものもあ

りますが、全般的に回復してきています。 

 輸出関係ですが、食品輸出について放射能

基準適合証明書を求められるケースが続き、

通常より１週間程度、手続に時間を要してい

ます。 

 中国への輸出については、５月の日中首脳

会談を受け、一部の食用水産物は、手続を踏

めば輸出できるようになっております。 

 また、農林水産省の報道発表によります

と、主な加工食品についても、産地証明を添

付すれば近々輸出が可能になるという情報が

入ってきております。輸出再開時期や証明様

式等の詳細については、引き続き政府間で折

衝中です。 

 次に、宿泊業ですが、県内の主なホテル、

旅館25社からの回答では、５月の宿泊は、海

外からの宿泊客は減少していますが、国内の

宿泊客は、関西以西からの来訪客を中心に増

加しており、全体としては、ほぼ昨年並みと

なっております。 

 なお、５月の海外宿泊客は、対前年比で6

3.8％減であり、回復の兆しは見られます

が、依然厳しい状況です。 

 数字については、次の14ページの上に示し

ております。 

 その下の飲食業、イベント関係では、自粛

ムード解消により、おおむね平常ベースとな

っています。 

 雇用関係については、休業手当や賃金の一

部を国が助成する雇用調整助成金について、

熊本労働局の発表では、４月の休業計画受理

事業所数は459事業所、対象者で１万3,540人

となっております。これは、実際には計画届

の提出から受給申請までの間に通常２カ月前

後の期間を要するため、今後の支給申請件数

など、注視が必要と考えております。 

 次に、３の建設業の分野ですが、公共工事

について、資材や建築設備の調達遅延による

一部の工事におくれが生じ、県、市町村とも

契約工期の延長が出てきています。 

 資材調達状況は、合板、電線ケーブル、塩

ビ管等については入手のおくれが続いていま

すが、徐々に改善傾向が見られます。 

 15ページをお願いします。 

 民間工事については、流し台システムなど

水回り製品の納入が徐々に再開されているも

のの、クーラー等の入荷がとまるなどの影響

が出ています。一部資材に品薄状態が続いて

いますが、その品目数は減少しております。

ただ、資材不足や、復興事業の本格化に伴う
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型枠大工など一部の技能者不足が懸念されて

おります。 

 次に、４．交通事業者の分野です。 

 航空会社、国内線については、５月に入

り、徐々に回復の兆しがあります。一方で、

熊本―静岡線のＦＤＡについては、震災復興

のためＦＤＡが東北地域に就航することか

ら、８月から運休となる予定です。国際線に

ついては、欠航便もありましたが、４月が利

用率34.1％、５月の利用率69.9％と、回復の

兆しはあります。しかし、今後このまま回復

するかどうか不透明な状況です。 

 16ページをお開きください。 

 九州新幹線の熊本―博多間の利用者数は、

５月は対前年比142％、６月も、11日時点で1

38％と、前年を上回る利用者数となっていま

す。 

 肥薩おれんじ鉄道については、韓国、台湾

からの３月、４月のツアーすべてキャンセル

となりましたが、６月には３本予約が入りま

した。 

 県内経済への影響に対する主な対応につい

て、17ページをお願いいたします。 

 県内経済への影響に対する主な対応につい

て御説明いたします。 

 まず、１の金融円滑化特別資金の融資対象

者の拡大についてですが、震災の影響により

１カ月間の売上高が減少し、資金繰りが悪化

している中小企業者を３月25日から融資対象

として追加しておるところです。 

 次に、２の輸出食品等に対する県の産地証

明書の発行についてですが、国からの依頼を

受け、県内で収穫や加工生産されたことの証

明である産地証明の発行事務を、４月５日か

ら開始しています。先ほども触れましたが、

６月15日現在で11カ国117件の産地証明書を

発行しています。 

 18ページをお開きください。 

 ３の中小企業者等への支援制度説明会の開

催についてですが、国の雇用調整助成金や県

の融資制度など各種支援制度の説明会と個別

相談会を、４月から５月にかけて、県内６カ

所で実施しています。トータルで、説明会へ

の参加者数85社89名、個別相談会には15社が

参加されました。 

 なお、下の米印にありますように、震災の

影響を受けた企業を対象に、ワンストップ窓

口を設置し、情報提供等を行っています。 

 次に、４の海外からの訪問客の激減への対

応としてトップセールスの実施についてです

が、海外からの誘客のため、５月に知事が韓

国を訪問し、熊本の安全性をアピールすると

ともに、九州知事会でも、ソウル、上海、北

京での観光ＰＲなどを行っています。また、

九州知事会として、６月16日から17日にかけ

て、国に対して、風評被害などを払拭するた

めの海外向けの適切な情報発信を要請してい

るところです。 

 19ページをお願いいたします。 

 ５の東日本大震災復興支援チャリティーバ

ザールの開催についてですが、先ほども御説

明がありましたように、復興支援と県内経済

の活性化に向け、６月４、５日に開催いたし

ました。目標を上回る３万1,000人の来場が

ありました。 

 最後に、６月議会に提案している事業等に

ついてですが、震災関連の補正予算として、

中小企業者向けの融資制度の拡充や、県内企

業を支援する商工関係団体への助成などの予

算を今議会に提案しています。 

 また、公共工事について、資材入手難によ

る工事のおくれに伴う工事請負契約の変更議

案も提案しておるところです。 

 東日本大震災による県内経済等への影響に

ついての説明は以上です。 

 

○村上寅美委員長 説明が終わりましたの

で、トイレ休憩を５分間します。 

  午後２時27分休憩 

――――――――――――――― 
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  午後２時33分開議 

○村上寅美委員長 これより質疑に入りま

す。 

 何かございませんか。 

 

○大西一史委員 お疲れさまでございます。 

 震災の対策、防災対策ということで、かな

り今説明をいただきましたし、非常に幅広い

ものがあります。委員長からも今審議の方針

というのが示されましたので、余りあっちこ

っち行かないようにしなければというふうに

思っているんですが、１つ、この熊本県の地

域防災計画を今見直しをするということでさ

れているんですけれども、これは、災害対策

基本法の40条に基づきこれを策定するという

ことになって、恐らく国の災害対策基本計画

といったものと当然リンクをするように多分

なっていると思うんですね。それはそれで、

県として、これから今委員会のメンバーの皆

さんでずっと見直していくんだろうけれど

も、恐らく国のこの法律自体が昭和34年ぐら

いに一番最初にできているということから考

えると、やっぱりその法律の見直しあたりも

当然動きとしては出てくるのかなと。あるい

は災害対策基本計画あたりのその見直しみた

いな話も、ちらっと聞かないでもないんです

けれども、そういったものの状況把握という

のはどういうふうにされているのかというの

をまずちょっとお聞かせいただきたいと思い

ます。 

 

○佐藤危機管理防災課長 危機管理防災課で

ございます。 

 国の動きにつきましては、今委員おっしゃ

いましたように、国も基本計画を見直すとい

うことでございまして、先ほど言いましたよ

うに、まず下部機関でございます調査委員会

等でやるということでございます。そこにつ

きましては、注目しながらいっているところ

でございますけれども、法律自体を変えると

いうことにつきまして、今ちょっと承知して

おりません。 

 

○大西一史委員 当然そういうことは反映さ

せながらやるということなんだろうというふ

うに思います。その中でこれから議論をして

いくと思うんですけれども、やっぱりこの県

の防災計画も、これだけのものを、ふだん常

時だれかがどこかに持っているという感じで

もなさそうですし、私もホームページでこれ

を見て、莫大な量で、震災編だけでも190ペ

ージ以上ありますから、なかなかこれが本当

にどういうふうに機能するのかというのはち

ょっと非常に疑問なんですよね。そういうの

は、実際にこれの計画からさらに下位の計画

がいろいろ分かれていると思うんですけれど

も、あるいはマニュアル、そういったものを

今から整理をしていかないといかぬのじゃな

いかなというふうに思うんですが、その辺の

把握というのはどの程度までされているんで

すかね。市町村計画をあわせてですけどね。 

 

○佐藤危機管理防災課長 危機管理防災課で

ございます。 

 委員おっしゃられたとおり、これは非常に

総合的な計画でございまして、一応まあ、中

では42機関、国におきましてはかなり違いま

すけれども、防災会議に入っておりますすべ

ての機関がそれぞれが動くというような、大

綱的なものになっております。これだけでは

動きませんので、それぞれの機関が、また、

下部の計画であるとか、おっしゃるとおりの

マニュアルで動かしていくことになると思い

ます。 

 県の場合、市町村の防災計画につきまして

は取り寄せておりますけれども、なかなか下

部機関の、例えば自衛隊であるとか、下部機

関というか、連携していくところでございま

すけれども、それぞれがすべてどのような形

で動くというものまでの詳細は把握しており
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ませんので、それぞれの機関で責任を持って

動かしていただくというふうに考えておりま

す。 

 ただ、防災訓練等におきましては、それぞ

れの機関が集まります。それぞれの機関のや

り方の中で、防災訓練の中等で、それぞれす

り合わせながら、こういうふうにやるとかい

う部分は、現地調整みたいな形でやらせてい

ただいている分もあります。 

 

○大西一史委員 それぞれの機関でそれぞれ

でという話で、それをまあできるだけ把握す

るというようなことは今からされていくんだ

ろうと思いますけれども、ばらばらである程

度つくっていかれるという部分はあると思う

んですよね。だから、その辺がどこまで体系

立ててやった方がいいのか、あるいは、この

くらいの計画であれば、もう個別に町村ごと

であるとか、その地域ごとにばらばらにつく

った方がいいとか、そういった整理というの

か、仕分けというのは相当されていかなきゃ

いけないんじゃないかなというふうに思うん

ですよね。 

 実際に私は、やっぱり被災地にも行きまし

て思ったんですけれども、被災地に行ってい

ろいろ話聞いてますと、この防災計画自体が

あっても、結局、そもそも、前提としている

役場機能がもう失われてしまっていて、その

計画を実行できないという状況になっている

というようなことがあると。そうなると、結

局もともとの法律自体が、それから計画自体

も、役場がちゃんと一応機能しているとか、

市の庁舎が動くというような状態があって初

めてそれは機能するということだから、そう

いうことも当然想定には入れていかないかぬ

というふうに思うんですね。その辺は、地域

防災計画の検討委員会あたりでの議論とか、

あるいは内部的な議論の中で何かありました

か。 

 

○佐藤危機管理防災課長 危機管理防災課で

ございます。 

 まず、役場機能が遺失した場合とか、非常

に機能が低下した場合というのにつきまして

は、今の計画の中にも若干は入れておりま

す。県なり地域振興局なりが肩がわりすると

いう部分はございますけれども、おっしゃら

れたとおり、今回非常に大きな災害の中でそ

ういう状況があっておりますので、そこにつ

きましては、ここもちょっと今回のテーマの

中に入っておりませんけれども、そこを入れ

込むということで、今回の見直し会議の中で

見直していきたいと思っております。 

 

○村上寅美委員長 いいですか。 

 

○大西一史委員 一応そういった視点がない

と、やっぱり結局もう大前提が崩れているわ

けですよね、そもそもが。今これだけのもの

ができているのは、もう昔のスタンダードに

よってある意味ではつくられたものなわけで

すから、そういう意味では、もう法律自体が

そもそも想定していないようなことが起こっ

て、現実にそういう対応を現場でしなくては

ならないという状況で、今回、東日本の大震

災で被災した市町村なり役場なりというのは

そういう対応をしているということですね。 

 実際に職員の人が、もう泥だらけになった

そのマニュアルをとって、それを見ながら、

情けないことにやりましたみたいな話も聞き

ましたけれども、まだそれがあるところはい

いですよね。それすらももう流されてしまっ

たというような状況というふうになれば、や

っぱり相互にどうバックアップをしていくの

かというその体制というのは、物すごく大事

だろうというふうに思います。その辺、当然

この辺の専門家の方が御意見は言っていかれ

るんだろうというふうに思いますが、そうい

った状況がどうなのかというのも、ぜひこの

委員会あたりにも報告をしていただければと
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いうふうに思います。 

 

○村上寅美委員長 要望でいいですか。 

 

○大西一史委員 はい、要望です。 

 

○村上寅美委員長 ほかにありませんか。 

 

○松岡徹委員 まず、委員長に要望ですけれ

ども、執行部の提案で地域防災見直しの検討

委員会ができて、ここに名簿が出とりますけ

れども、そこで検討されると。同時に、議会

は議会で、この震災、防災について集中的に

検討しようということでこの委員会ができた

んですよね。以前、思い出すと、村上委員長

のもとで有八の委員会がありましたですたい

ね。あのとき、有八再生について、委員会と

して提言書をまとめてやったんですけれど

も、私は、この委員会の性格として、でき得

るならば、やっぱり集中的に煮詰めて、やは

り議会としてはこういう点はどうかというの

を提言するとか、でき得れば、そういうよう

なことも考えていただければと要望しておき

ます。 

 あと、執行部の方に、地域防災計画を見直

していく議論をするわけですけれども、先ほ

ど説明もあったように、１つは、被害想定を

どうするかという点が一番ですね。現在の地

域防災計画であるように、ここに、35ページ

にあるように、超大規模地震が阪神・淡路

と、大規模地震がその阪神・淡路と関東震災

の間というふうになっておる。これを見直す

ということが当然１つあるんですけれども、

もう一つは、それと関連しながらも、やはり

独自の問題として、今回、さっきの避難者の

アンケートなんかにも非常に特徴的に出てい

たのは、原発事故についてのやはり恐怖感と

いうのか、心配というか。それで、これまで

は、日本は原発事故は起こらない、安全だと

いうことになっとったんだけれども、それは

もう残念ながら日本だけで、よそはそうじゃ

なくて、原発は危険で事故が起こり得るんだ

ということで、アメリカなんか、スリーマイ

ル以後、そういう想定のもとに、3,000人規

模の規制機関をつくったり、80キロまで、い

わば日本で言うＥＰＺの食糧とか飲料なんか

の安全対策をとるようになっているわけです

ね。ですから、この被害想定のところで、や

はり原発事故が起こり得る、起きた場合の想

定、そういったものが考え方としては要るん

じゃないかなという、それが１つですね。 

 ２つ目に、同じ35ページの19節引用の避難

の問題ですけれども、知事が、これは繰り返

し、とにかく逃げると、逃げろということだ

という、私もそれは賛成なんだけれども、執

行部の方で、そういう点で効果的な、今度の

東日本大震災で、経験といいますか、今つか

んでいるのであればちょっと教えてほしい。

なければ、僕もちょっと紹介したい点があり

ますので。 

 それから３点目に、32ページの１の②の避

難所の構造というのがあるんですけれども、

鉄筋コンクリート、鉄骨、木造とか、避難所

の構造もそうなんだけれども、避難所の耐震

化、これが大事だと思うんですよ。 

 僕は、これは20年度資料か、これでいく

と、国土交通省の資料で、住宅建築物の耐震

化率の現状というので、小中学校、病院、そ

れから避難所となる公共施設というのは３つ

のあれで出ているんだけれども、残念ながら

これで見ると、九州７県の中で、病院は最低

で、小中学校と公共施設は下から２番目にな

っているわけね。その構造も、それは図るに

こしたことはないけれども、一番肝心なのは

耐震化がどうなのかと。ある程度の強い地震

が来たとき大丈夫かという問題があるから、

そこのところをちょっと、これ以後、何か変

化、前進というか、強化された点とかがあれ

ば、ちょっと教えてほしいと。 

 とりあえず３つ。 
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○佐藤危機管理防災課長 危機管理防災課で

ございます。 

 まず、原発の被害想定をしないかというよ

うな御質問だったかと思いますけれども、原

発事故につきましては、今回、うちの防災計

画の見直しの中では、まず、必要な部分は事

故時点でどういうふうな形で情報収集するの

かと、また、事故が起こった時点で広域的避

難、これは受け入れも含みますけれども、広

域的避難のあり方をどうするかということが

中心になるのかなと思っております。その原

発自体の安全性とかそういう確認につきまし

ては、やはり国なり、それから立地県の方で

行われるべき問題かなというふうに思ってお

ります。 

 それから、避難所のあり方につきましてで

ございますが、先ほど計画の見直しの中で申

し上げましたとおり、今既に市町村含めまし

て400名を超える職員が派遣されておりまし

て、当然避難所の運営の手伝いをしたという

職員もございます。それらの職員から個々

に、帰ってきた時点では報告がございますけ

れども、まだ完全には受けておりませんの

で、まず報告を受けまして、きちんと取りま

とめを報告いたしまして、それらの知見を避

難所の運営の中で生かしていきたいと思いま

す。今回検討会議の中に避難所運営の専門家

の先生もいらっしゃいますので、その中で避

難所の見直しはしていきたいと思っておりま

す。それから、今回要請しました津波等に対

する県内の避難所につきましては、構造だけ

ではなくて、当然耐震化ができているかどう

かという確認も、ちょっときょうすぐは出て

きませんけれども、耐震化ができているかと

いうような確認もいたしたところでございま

す。避難に行きまして、地震後に壊れたり、

壊れていたりということではございませんの

で、これは、市町村が避難勧告、避難指示等

で避難所を指定するとき、避難所の安全性を

確認してから避難所を指定するというふうに

なっておりますので、当然その耐震等につき

ましては進めていきながらということでござ

います。今避難所自体が、学校等が中心に避

難所になっております。学校の耐震化も非常

に進んでおりますので、そこら辺につきまし

ては、ちょっと数字的には持っておりません

けれども、避難所につきましての耐震性はか

なり進んでいるというふうに考えておりま

す。 

       (村上委員長退席) 

○松岡徹委員 １点目は、原発がどうのこう

ので国の判断を言っているんじゃない。あな

たが言うことにうなずきよる者もおったけれ

ども、僕が聞いているのは、原発事故はいわ

ば起こり得るんだという想定でしないと、い

わば事故対応というのも出てこないわけでし

ょう。そのことを言っているわけだ。それは

当然県の地域防災計画の中で補強すべき点じ

ゃないかということを言っているわけだ。そ

うでしょう。その点ではどうですか。 

 

○佐藤危機管理防災課長 原発事故は起こり

得るということにつきましては、今回の事例

を見ましても起こっておりますし、また、そ

の中で、事故の規模であるとか、風向きであ

る等で影響が出ている分もございますので、

その辺につきましては、私どもの方も考えて

いきたいというふうに思っております。 

 

○松岡徹委員 その点がはっきりしないと対

策も出てこぬということですね。 

 それから、２つ目の点で、知事がとにかく

逃げろということで、僕もいろいろ調べてみ

て、岩手県の釜石市で、あそこは死者、不明

者が1,300人以上出ているらしいんですよ

ね。ところが、子供が亡くなったのは５人だ

そうです。何でそうなったかというんで、あ

る、これは群馬大学の片田という災害社会工

学の先生の評論文を読んだんだけれども、と
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にかく、小中学校の防災教育で、災害の想定

で判断しないと、とにかく自分の判断で逃げ

るというのを月１回繰り返し教育して防災訓

練もやっているというわけですよ。それで、

津波が来たときに、中学生がもうだあっと走

って逃げて、それで小学生もその後ろばつい

て逃げて、ある地点に行ったら、まだ危ない

ということで中学生が判断して、さらに高い

ところに逃げて助かったという、そういう論

文があるんですけれども、私は、そういう―

―そして、その小中学生への防災教育を市民

全体に広げようということをその先生書いて

いらっしゃるわけですけれども、そこら辺の

ところを、知事があれだけ逃げることが大事

だと言っているわけだから、僕の要望として

は、今後ぜひひとつ、この群馬大学の片田先

生あたりのものを執行部としても手に入れ

て、この委員会に出していただければ議論が

深まるかなと思います。 

 それから、３点目の、きょう資料がこれは

ないのはしようがないけれども、さっき僕が

言った国土交通省が出した一覧表があるね、

都道府県ごとの。あるのよ。それが今どうな

っているかというのを次回でもこの委員会に

出してもらうか、休会中各委員の先生方に配

っていただくか、そういう資料をちょっとお

願いしたいと思います。これはどっか知らぬ

けれども、土木の方だろうと思うけど、要望

です。 

 

○前川收副委員長 ３点要望が出たというふ

うに思っていますけれども、原発の被害想定

の対応、原発の被害が出たときにどういう避

難計画とかそういうのをつくるかという、防

災計画に盛り込むか盛り込まないかでしょ

う、簡単に言えば。 

 

○松岡徹委員 中身ですね。 

 

○前川收副委員長 中身よね。中身はこれか

ら……。 

 

○松岡徹委員 入れることの具体化ね。 

 

○前川收副委員長 それと、何か群馬大学の

何とか教授の資料があれば、参考までに。そ

れと、国交省が持っている耐震化の進んでい

る状況ですかね、避難所の耐震化の状況とい

うことで資料として請求がございましたの

で、資料としてそろえていただければ結構で

ございます。 

 次、どうぞ。 

 

○小杉直委員 今、防災消防課と言わずに危

機管理防災課、大雨のたびに泊まり込みで大

変な作業をしよんなはるとは御慰労申し上げ

ます。それとまた、こういうふうな防災計画

の大幅な見直しも大変な作業ですが、頑張っ

ていただきたいと思っております。 

 今質問のあったことにも少し関係しますけ

れども、今般の国の議論の結論の一つに、防

災とあわせて減災というような表現もあるで

すたいね。それで、この40ページに、参考事

項として、関係機関の派遣人数というふうに

書いてありますね。それで、今回の3.11のと

きには、「ひばり」が、夜間飛行は危険を冒

してまで行って、人命救助をしたり、それか

らその後、警察、消防、医療機関、行政と、

たくさんな努力をされたことは認識しており

ますが、熊本に駐屯する８師団を中心とした

陸上自衛隊が、熊本市を含めた県北を42普通

科連隊、八代市を含めた県南を第８特化連隊

が担任しておりますが、3.11のときの自衛隊

との連携はどぎゃんされましたか、それをお

尋ねしたい。 

 

○佐藤危機管理防災課長 危機管理防災課で

ございます。 

 自衛隊と特にそこのところの連携をしたわ

けではございませんが、私どもの方に自衛隊
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出身の危機管理防災の顧問が来ていただいて

おりますので、連絡はとったというふうに聞

いております。特に、救助犬協会の方から、

ぜひ現地に行きたいというふうなお話もござ

いまして、そういう点も含めまして、自衛隊

の方にまたお願い、依頼した点もございまし

て、自衛隊とは常に連携をとらせていただい

ておるところでございます。 

 先生今おっしゃいましたように、自衛隊

は、地元に西方もあるし、８師団もあるとい

うことで私たち非常に心強く思っております

し、特に訓練等におきましては、非常に積極

的に自衛隊の方が動いていただいておりま

す。 

 去年、ちょっと別でございますけれども、

国民保護の訓練を実施いたしまして、これは

内閣官房の主催でございまして、国レベルで

は、ほぼ最大規模のをやっております。非常

に自衛隊との連携がいいというようなことで

評価も受けておるところでございまして、自

衛隊の方も、自衛隊病院等を開放していただ

きながらやっていただいたというような経緯

もございますので、自衛隊との連携は常にと

らせていただくつもりでございます。 

 

○小杉直委員 牧野さんにお尋ねですが、今

度の場合、3.11の場合は、熊本県の場合に

は、災害出動の要請までする必要なかったわ

けですたいな。ただ、今お話しあったよう

に、自衛隊ＯＢの方が危機管理特別顧問か何

かですかね、その人を通じて自衛隊側には連

絡だけはしていたということですな。 

 

○牧野危機管理監 その時点で、要するに、

そういうどのような対応をされるかというふ

うな連絡、連携をとったというふうに聞いて

おります。それ以上に県の方から派遣したと

いうふうなことはやっていないと思います。 

 

○小杉直委員 もうちょっと大きい声で自信

持って言いなっせ。もう一回繰り返して言い

なっせ。 

 

○前川收副委員長 その当時の連携状況。 

 

○牧野危機管理監 それと、県の方からその

災害派遣の要請をするという案件ではなかっ

たというふうに聞いております。ただ、先ほ

ど言いましたように、どのような対応をしま

すかとか、そういうふうな実際の状況、それ

は相互に連絡を取り合っているというふうに

聞いております。 

 

○小杉直委員 了解しました。 

 

○前川收副委員長 ほかにございませんでし

ょうか。 

 

○鬼海洋一委員 よかですかね。 

 

○前川收副委員長 委員長が最初項目ごとに

切らなかったので、そのまま行っていますか

らどうぞ。 

 

○鬼海洋一委員 今回の震災の県内経済への

影響について若干教えていただきたいという

ふうに思っています。 

 状況把握の方法等については、先ほど佐藤

さんですかね、述べられたとおりだというふ

うに思うんですが、非常に心配することが１

つあるんです。それは、今回の例えば特に車

の関係、この部品等については、熊本県で生

産するそういう企業、下請を含めて非常に多

い状況ですけれども、これが特に震災の影響

で、こぎゃんとき稼がにゃいかぬですなとい

う話をすると、いや、実はできないんです

と、その部品の調達のスピードというのは、

東北地方で１つ問題があるとすれば、そこに

合わせてやらざるを得ないということで、つ

まり、その影響はかなり出てきているんです
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ね。 

 今お話聞くと、正常軌道に返りつつあると

いうことは非常に喜ばしいことですけれど

も、ただ、全国的な動きの中で、つまり部品

製造、あるいは中心的な部分の製造について

もそうだというふうに思うんですが、こうい

う震災を通して、つまりリスク、これが１カ

所に製造工場が集中することによって全体に

影響するということから、リスク分散の動き

が来ているんですね。それは、日本の中での

リスク分散するための工場を各地につくると

いうことであればいいんですけれども、海外

へそのためにシフト、移すという状況が既に

日本の各生産工場の中では出てきている、こ

れが熊本県内に影響あるのかどうか、ないの

かどうか。あるいは、特に、カーアイランド

ということで、つまり福岡、熊本を通して、

これまでの特に地域経済政策の中心テーマで

ありますその生産拠点が、今後どうなってい

くのかということが懸念されるわけですが、

その辺に対する見通しはいかがでしょうか。 

      (村上委員長着席) 

○高口産業支援課長 産業支援課でございま

す。 

 いろんな製造業関係の部品の調達に関して

は、委員御指摘のように、サプライチェーン

が乱れたというか、かなり壊れた状況があり

ましたので、一時非常に心配な状況でござい

ました。特に自動車に一番大きな影響が出て

おりましたが、その一番根源だったのは、あ

る東北に立地している企業のパワーデバイ

ス、半導体の部品ですね、これの調達が、工

場がつぶれたということで非常に厳しい状態

になっておりました。 

 ただ、資料にも書いておりましたように、

自動車に関しては、６月ぐらいから急速に回

復に向かっております。九州内にある自動車

メーカー、トヨタ、ダイハツ、日産、ここに

関してはほぼ通常ベースの生産を回復しつつ

あります。つい先週入手した情報では、震災

前に計画してあった今年度の生産計画が達成

できそうな状況が大分見えてきたというふう

なお話もお聞きはいたしております。ただ、

まだこれは、かなりメーカーの方が、無理を

してといいますか、かなり強引にやっていら

っしゃるところもあるので、まだまだ部品調

達には不安があるのかなと思っております。

あるいは、半導体のデバイスとか製造装置の

メーカーについても、まだまだ幾分そういう

部品調達の面では非常に苦慮される懸念も持

っていらっしゃるところがございますので、

この辺のところにつきましては、私どもの方

でも、テクノ産業財団とか、あるいは工業連

合会と常に情報を密にしながら、状況を確認

しているところでございます。 

 もう一つ、委員御指摘の海外に出ていくん

ではないのかなという御懸念、これはごもっ

ともな部分も確かにあると思っています。震

災直後には、部品あるいは材料がなくなった

ということで、県内の企業でも、その調達先

をどこか海外でも探さなきゃならないかなと

いうふうな動きをしたところもございますの

で、それがこれからどういうふうに動いてい

くのかというのは十分に見ていきたいと思っ

ています。私どもも、今年度、６月議会の方

で補正予算を少しお願いしております。従来

から下請の受注先とかについての調査をして

おりますので、そういったものも、直近の情

報とかも得ながら、サプライチェーンがどう

変わっていっているのかをきちんと把握した

上で、今回のこのサプライチェーンの崩壊に

関しては、プラス面とマイナス面とありまし

て、そういう東北でできなくなったことによ

って九州の方でつくってみようかという動き

がございます。現実に、あるメーカーの方か

らは、現地化できないだろうかというお問い

合わせが来ております。私ども財団の方を通

して、そのメーカーの方には、こういったと

ころが仕事ができますよというふうな情報を

出したりいたしております。そういったもの
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もしながら、海外になるだけ出ないように、

――現在は東京と大阪、それからテクノ産業

財団にエージェントを８名、もう２年前から

置いているんですけれども、彼らを活用しな

がら、東京、大阪等の情報も集めて、そこら

辺になるだけ地場企業に影響が出ないよう

に、丁寧に対応していきたいというふうに考

えております。 

 

○鬼海洋一委員 特に、そこまで行くのかな

ということで非常に心配をいたしましたの

が、ソフトバンクのホストコンピューター、

あれを韓国の方に移転をすると、リスクを分

散ということで。既に産業界では、そういう

動きが底流では顕著になってきているんでは

ないか、これは必ず熊本県内における企業の

動向に影響していく問題だというふうに、流

れだというふうに思います。ですから、その

辺、特に進出企業の皆さん方とも連携を密に

しながら、動きを察知して、そうならないよ

うな手だてをまずするということが非常に大

事じゃないかなというふうに思っておりま

す。 

 実はこの電力の関係でも、部会を設置して

今検討されているようですけれども、ＩＣ関

連を含めて、最近生産工場なんかは瞬時の停

電を物すごく嫌うんですね。瞬時停電したこ

とによって、もう何千万というそこに損失を

こうむるというような、生産工程も全部そう

いうシフトができてしまっているわけ。そう

いうものが今後の――今私はちょっと心配の

件を言ったわけですが、海外へのシフトに流

れが流されていくということになれば、熊本

県内の産業構造の大変な重大な問題だという

ふうに思いますので、そういう変化をぜひ見

逃さないように、対応できるものがあるとす

れば、そういう動きが来る前にも手を打つよ

うな体制をつくっていくことが大事じゃない

かと思いますので、その点は要望申し上げて

おきたいと思います。 

○村上寅美委員長 今のは要望。 

 次は。 

 

○城下広作委員 今回の東北震災で気になっ

た点といいますか、例えば、支援物資が被災

地にばっとある、そうすると、全国からも本

当にもう善意でどんと行く、だけど、これは

要る、要らないとか、よくじゃあ逆に各県で

仕分けをしてもらわないと受け取りにくいと

か、いろいろそういうのがあって、せっかく

善意でやったものが不必要、不要というふう

なこともある。こういうすみ分けなんかもど

う考えていくのか。 

 また、例えば今度はボランティア、たくさ

んの方がボランティアをいろいろ希望した

い、だけど、どこにどうやってじゃあ割り振

るのかとか、いろんなことで、善意な行動が

あってもそれを瞬時に速やかにというか、何

かあったときにはそういう対応というのがど

のくらい事前に考えられるのか。例えばボラ

ンティアなんかも、日ごろから登録するよう

な人が、希望するとかしないとか、こういう

運動をすると、人の配置計画も意外とできや

すいのかなというふうに思うこともありま

す。 

 また、もう一つは、特に今回は瓦れきの処

分、いずれにしても、津波であろうが震災で

あろうが、瓦れきというのは必ず発生する

と。そうすれば、瓦れきは各市町村で基本的

には処理する、だけど、埋設する場所がなか

なか、いざ起こったら場所の確保が難しい、

結果的には放置してどっかに大量に放棄して

おく。さあ、いざ場所はどうするか、市町村

では対応できるところできないところ、こう

いう全体の部分大きく考えておくという、こ

れを事前にどこまで考えられるのか、事が起

こったら着実に処理する時間が短縮できる

と、こういうような考え方、こういうのをど

ういう形で、具体的に、ちょっと少し見たけ

れども、書いてあるんですけれども、より具
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体的に、地域別であるとか、例えば熊本の一

部の地域なのか、県全体に来たときなのか、

九州全体で来たのか、いろいろ規模によって

全然対応が変わってくる、こういうものをど

こまで想定していくかという、この辺の考え

方はどうなんですかね、全体的には。 

 

○原消防保安課政策監 消防保安課です。 

 支援物資につきまして、１点目ですけれど

も、確かに、一時期に全国から集中して、現

地の方でなかなか体育館等に山積みになると

いう等々の報道があっておるのは事実でござ

います。そうならないように、本県といたし

ましては、３月下旬の時点で、被災地で一番

必要とされるであろう支援物資の中から品目

を選びまして、新品の下着、靴下類に一応限

定して募集をいたしたところでございます。

ですので、募集した分のほとんどの部分は、

現地に無事送り届けることができたというこ

とですので、そういう物資の、どれをその時

点で必要なものを限定するかというのが大事

なことかと思っております。 

 あと、ボランティアにつきましては、震災

直後から、熊本で何かボランティアをした

い、あるいは被災地に行ってボランティアを

したいという２つの申し出があっておりまし

たので、熊本でボランティアをしたいという

方々につきましては、先ほどの支援物資の仕

分けのお手伝いを177名の方々にお願いをい

たしたところでございます。現地でのボラン

ティアにつきましては、社会福祉協議会の中

にありますボランティアセンターの方に登録

していただいて御紹介をしているところでご

ざいます。 

 

○村上寅美委員長 よろしいですか。 

 

○内田環境政策課長 環境生活部でございま

すけれども、災害廃棄物の件が御指摘ありま

した。委員おっしゃるように、災害廃棄物、

一般廃棄物、市町村が所管するということに

なっております。ただ、県におきましては、

市町村相互間の応援の要請とか、他県への応

援要請とか、廃棄物処理業者等に対する協力

要請について、必要な連絡調整、それから助

言を行うという役割があるというふうに思っ

ております。 

 民間の社団法人熊本県産業廃棄物協会と

か、それから熊本県環境保全推進協議会等と

ボランティア協定を現在結んでおります。た

だ、広域的な災害がありましたので、現在、

国において、今回の災害にありまして、災害

廃棄物の適正処理に対しての指針を５月に取

りまとめております。その中では、災害廃棄

物の処理に関する協議会を早期に設置し、市

町村との相互調整をすることとか、具体的処

理方法を定めた災害廃棄物の処理の実行計画

の作成とか、地方自治法に基づいて、被災し

た市町村にかわって、県が処理を実施すると

かという少し踏み込んだ対応が議論されてお

りますので、その方針に従って今後対応して

いきたいというふうに考えております。 

 

○城下広作委員 それと、避難所は、間違い

なく体育館になるんですよ。体育館になるん

ですけれども、体育館に基本的には防災の予

備はほとんどないんですよ。防災への予備は

通常違うところに、公園の近くの一角の小屋

に置いてあるんですよ。ところが、避難所は

最初に体育館になるんですよ。体育館は学校

の施設ですから基本的には余り置いてないん

です。だけど、ある程度そこに食糧とか、い

わゆる災害のとき使うようなものをプールす

るというのは非常にこれは、即使うという場

所には一番適しているという考えもあるわけ

ですね。例えば、一部食糧であるとか――よ

く食糧なんか１日、２日全然食べることがで

きません。体育館に備蓄しておくと、基本的

にはそれは可能になるんですけれども、そこ

が学校施設ですから、どこまで今充実できる
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か、逆にできないかも含めて、この辺の体育

館での備蓄といいますか、災害のとき、基本

的に最低限度必要なものはここにあった方が

いいんではないかというようなことの考え方

はないんですか。 

 

○後藤施設課長 教育委員会の施設課でござ

いますけれども、国の補助メニューといたし

ましては、大規模改造とか屋外の環境施設と

いうことで、グラウンドの中に防災緑地、ス

プリンクラー、井戸、防火水槽、そういう施

設をつくるメニューはございますので、それ

ぞれは、市町村の独自の考え方によってそう

いうものが出てくれば、補助のメニューとし

てはあるということでございます。 

 ただ、今新しく国が方針を少し出しており

ますけれども、発電施設とかそういうものは

ございませんので、それは今後検討していく

という形になっております。 

 

○城下広作委員 ちなみに、そういうふうに

機能を備えているような各県下の小中、県立

高校なんかの体育館ではあると思いますが、

例えば、災害時の間仕切りのパネルなんか

は、道路が寸断されてなかなか持ってこれな

かったから、結果的には時間が大分かかるん

ですよ。そうすると、同じ体育館の中で間仕

切りするものというのが、搬入がなかなかで

きない。そういうものをある程度置いておく

ということも、これは全然可能なわけで、こ

んなことやっているところなんかあるんです

か。 

 

○後藤施設課長 そういう事例は県内で承知

しておりません。 

 

○城下広作委員 ぜひ検討してください。 

 

○前川收副委員長 県の防災計画の見直しに

ついて、既に、この計画を見ると、５月19日

に一たん修正がかかっているような形になっ

ておりまして、当面の見直しということ、当

面の対応ということで、この５月19日、この

年の。修正分というのがあって、それは、メ

ールサービスとか何かああいうのをちょっと

加えられたのかなというふうに思っています

けれども――ちょっと待ってください。それ

はそれでいいんですよ。 

 ただ、概略スケジュールを見ると、24年３

月、来年３月までに大まかな計画というのを

ある程度積み上げていくという前提になると

思います。今本時点で見直しの主なテーマと

いうのは、31ページの３番で書いてあること

で、さっき松岡委員がおっしゃった原子力発

電所事故の対応体制と、いろんなことが全部

書いてありますから、これを一つ一つどうい

う形でやるかという概略的な議論があるとい

うふうに思っていますが、地域防災計画の検

討委員会の委員さんたちは、自然科学の知見

を持った教授、先生方がたくさん学識経験者

としてお入りいただいていますし、防災関係

のプロの皆さん方もお入りいただいている。

この皆さん方で、約１年間、１年弱ですね、

来年３月ですから。まず、相当な議論が、こ

れまでの想定を超えた形でやっていかざるを

得ないということになっていくと思いますか

ら、我々委員会の中で議論していく中で、同

時並行というのはちょっと御無礼というんで

すかね、失礼だと思いますが、今、防災会議

の検討委員会の中でどういう議論があってい

て、例えば、今回新たに震災で特に津波対策

というのが入って、当然防災対策やる以上は

想定を変えられると思うんですね。どの程度

の津波が来る想定で耐え得る避難計画をつく

るんだという、そういう部分というのは時々

外に発信しながら、我々ももちろん、これで

でき上がりましたというのをぼんともらっ

て、ああじゃこうじゃじゃなくて、途中の議

論をやっぱりやらざるを得ないと思うんで

す。 

 - 25 -



第２回 熊本県議会 震災及び防災対策特別委員会会議記録（平成23年６月27日) 

 しかし、これは非常に多岐にわたっていく

から、今主に、見直しの主なテーマの中に掲

げている部分、これについてどういう議論が

あっているのか、その経過とか、それから、

委員会の中で決定された分は決定でもいいん

ですよ。そういった部分が、既にもう５月19

日には１回目のたしか委員会が開かれたとい

うふうに聞いておりますけれども、これをや

っぱり逐次、どういうのがあったということ

を出していただきたいと思います。 

 それで、この特別委員会は、委員長いらっ

しゃいますけれども、基本的には定例議会ご

とにやるのか、もしくは、この閉会中でもで

きるわけですから、防災計画の進捗に合わせ

ながら、我々も体系的に項目ごとに見なが

ら、どういう議論がされていると、ある面じ

ゃ県民に広報していく効果にもなりますし、

予備的な部分がわかっていれば、市町村計画

を――最終的にまとめるのは市町村計画だと

思いますから、市町村計画をつくる上におい

てどういう議論があったということがわかっ

ていないと、市町村もわからないと思うんで

すね。そういった部分についてちゃんとやっ

ていけるか、どういうやりとりをしていこう

と思っていらっしゃるのか、まずは、この防

災検討委員会、学識者が多く入った、専門家

が入ったこの運営方針等々についてちょっと

お尋ねしたいと思います。 

 

○村上寅美委員長 ちょっと待って、これは

やっぱり総体的なことだから総務部長あたり

どうかな。 

 

○前川收副委員長 危機管理監でしょう。 

 

○牧野危機管理監 専門家によります検討委

員会、これは、目的といたしましては、地域

防災計画は、県がつくりまして防災会議で決

定するという手続ですので、その原案をつく

る、その原案の原案を専門家でもんでいただ

くというふうな性格でございます。その間

に、途中の報告を当委員会にしながら、意見

を踏まえながら入れていくというふうなこと

でスタートしたわけでございます。 

 １回目の委員会では、大まかに言いまし

て、31ページに書いております見直しのテー

マの８ぐらいの項目を、さらに、このテーマ

の中ではこういう事柄がいいでしょうねとい

った細目に分けるような議論をしていただい

て、まだそのテーマの設定をしたところでご

ざいます。今、それを詳細に整理をしつつ、

案をつくっているというふうなところでござ

いますが、今の現に想定しておりますのは、

多岐にわたるもんですから、部会をつくりま

して、それぞれ並行してやっていって、でき

るものは来年にすると。できるものというの

は、避難とかそういうふうなものについては

来年できるところまですると。調査が要るも

のについては、調査の期間が必要ですので、

再来年というふうに考えております。 

 それで、一応今のところ当委員会との関係

では、その途中途中になると思うんですが、

それにつきまして御報告をして、その時点で

御意見を伺って、それにまた反映していく

と、そういうふうなことでやっていくという

ふうに考えているところでございます。 

 ただ、その頻度については、専門家の方の

進捗とかもございますので、一応今のところ

ぴちっとは想定していないんですけれども、

というふうに考えているところでございます

が。 

 

○前川收副委員長 これからスタートですか

ら、そちらの方も緻密な計画がまだあるわけ

じゃなくて、これからということで、多分見

直しの主なテーマの中で、ここに書いてある

部分についても、分かれていって一つのテー

マになる部分とか、合わさっていく部分と

か、変化はあると思います。それはもう結構

ですよ。専門の知見を有した皆さん方が議論
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しやすい形をつくっていただければ。 

 ただ、一方で、専門家だけの意見が重視さ

れるのは当然ですけれども、同時に、県民の

声という部分を反映してほしいと思っていま

す。県民の声の代弁機関が議会でありますか

ら、そのためにこの委員会もつくられている

わけでありますから、専門家的な意見はない

にしても、普通の県民の目線で見たときに、

こんなのは何でこうなっているのという疑問

が当然出ると思うんですね。それに答えるこ

とがやっぱり皆さんの仕事だし、我々も率直

に、素人でいいんですよ、県民目線ですか

ら。素人的な発想の中で、なぜこれがこうな

のかという議論もぜひやらせていただきたい

と。たたき台のたたき台とおっしゃったか

ら、そのたたき台の過程の中で意見が反映さ

れていきながらよりよい形と。もちろんスピ

ード感を持ってですから。大事なところは皆

さんが議論をされているわけですから、主宰

されているわけですから、わからないです

ね。これはこういうふうにもうなりましたと

かと言って後から言われるよりも、委員会の

中で今こういうテーマで議論があっておりま

して、それはいろんな意見がありますと、い

ろんな総論も教えてもらいながら進めていた

だければありがたいというふうに思っており

ます。 

 以上です。 

 

○村上寅美委員長 よろしいですか。そうい

う方向性でお願いしたいと思いますが。 

 

○松田三郎委員 関連しまして、１つは、36

ページ、今度の予算に上がっております調査

事業です。危機管理防災課にお尋ねします。 

 さっきの説明で2,500万、債務負担行為設

定で、合わせて２カ年で5,000万ということ

ですね。これが安いとか高いとか言っている

わけじゃなくて、どこか委託して調査するの

かもしれませんけれども、純粋に、こんなに

かかるもんなのかという内訳が大体わかれば

いいですね。何にどれぐらいというのが１点

と、さっき副委員長の質問、御発言の中にあ

りましたが、例えば、じゃあこれ、被害想定

とか被害シナリオを大体２年かけて、２年全

部かからぬと、全部かからぬということじゃ

ないとは思いますが、今回可能な限り来年の

防災会議に間に合うように改定すると。とい

うことは、来年間に合う分はそうですけれど

も、その次の１年、この調査を引き続き、地

震、津波の調査はやりながら、とりあえず来

年に間に合う分はということは、検討委員会

というのは、じゃあその２年間ずっと存続さ

せるという前提なんですか。その２点、ちょ

っと確認したいと思います。 

 

○佐藤危機管理防災課長 危機管理防災課で

ございます。 

 まず、今回の地震、津波の被害想定調査で

ございますけれども、２年間かけて一応5,00

0万ということでございますが、かなり多岐

にわたっておりまして、まず、基礎資料の収

集整理という形で、自然条件であるところで

ございまして、先ほど地震の可能性というの

はある程度出ておりますけれども、断層であ

るとか、地形、それから地質、地下構造、土

砂災害危険箇所等を織り込みながらと、それ

から社会条件としては、建物分布であると

か、構造、それから人口、世帯数、消防力、

医療、交通関係と社会等の調査をしていただ

きまして、それらをもとに、いわゆる地震、

津波はこれくらいは起こるというのは年度内

にできるかもしれませんが、その後、社会的

な影響といいますか、例えば、生活被害であ

る帰宅困難者はどのくらい出るとか、避難者

がどれくらい出るとか、経済被害はどれくら

い出るとか、建物とか、人的被害、ライフラ

イン、交通関係被害、社会調査の被害という

のも含めまして出したいと思っておりますの

で、そこら辺につきましては、２年目ぐらい
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にかかるのかなというふうに考えておりま

す。 

 基本的には委託でございますので、かなり

中心としては、そういう調査費であるとか人

件費が中心になるかと思いますが、額的に

は、他県でも同様な調査がされておりました

ので、それらを参考に、一応5,000万という

ことで出させていただいたところでございま

す。 

 

○松田三郎委員 もういっちょのお尋ね。 

 

○佐藤危機管理防災課長 検討委員会につき

ましては、一応２年間の予定で実施すると、

これがございましたもんですから、この関係

を含めまして。ただ、１年目でできるだけ盛

り込みたいということは委員会の中でも申し

上げておりますので、広域の避難であると

か、避難者支援という部分につきましては、

できるだけ１年目で計画の見直しをしたいと

いうふうに考えております。 

 

○松田三郎委員 結構です。 

 

○村上寅美委員長 よろしいですか。 

 

○松田三郎委員 はい。 

 

○大西一史委員 人的支援等々被災地への支

援について、先ほどちょっと報告、これは39

ページかありましたけれども、今、災害派遣

の保健医療チームであるとか、それから行政

の支援、事務的な支援とか、こういうことが

それぞれ行われていて、知事の答弁の中に

も、被災当初と比べるとニーズがどんどん変

わってきているという話があるんですが、今

どういったニーズが現地であるんですかね。

今報告受けていると思うんですけれども、ど

の辺が一番の中心なんですかね。 

 

○原消防保安課政策監 人的支援の方が、現

在の状況ですけれども、例えば、東松島市に

市役所の業務の支援に行っておりますが、当

初は、まだ被災直後ということで、例えば、

支援物資の仕分けの手伝いとか、あるいは避

難所の片づけの手伝いとかいうのもやってお

りましたが、その後は、やはり罹災証明書の

発行あたりが出てまいりました。最近はやっ

ぱりその証明書の発行の種類も時期に応じて

変わってきておりまして、やはり税関係の証

明の発行とかそういうのを、今窓口業務の手

伝いを市役所業務で中心でやっているところ

でございます。 

 

○大西一史委員 じゃあ、そういったニーズ

の変化があるということで、私も実際南三陸

町の方にお邪魔したときに、これは前にも言

ったかもしれませんけれども、町長さんか

ら、非常に熊本県のチームは助かっています

と、保健医療チームなんか特に助かっている

という話があったので、ぜひ褒めといてくだ

さいというようなことも言われたわけです。 

非常にそうやってニーズは刻々と変わってく

るんでしょうけれども、実際に行って、それ

から帰ってきまして、知事なり何なりに帰庁

報告なり何なりされていますよね。これは報

告は毎回しているとして、このチームそれぞ

れの班が、行った班は、報告書なり何なり、

何か出しているんですかね。それ、どうなん

ですかね。 

 

○原消防保安課政策監 消防保安課です。 

 派遣で行きましたチームは、南三陸も東松

島も、その都度出発のときも報告をします

し、帰りましたときは、知事、二役の方に帰

庁報告をいたしております。それと、派遣活

動の記録につきましては、班としての取りま

とめはしておりますが、先ほど御説明しまし

たように、防災計画等に反映させるために、

近々、すべての職員に現地での体験等の報告
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を求めるような計画もいたしております。 

 

○大西一史委員 今、せっかく行かれたわけ

ですから、その辺はきちっとフィードバック

をするようにということをお願いしておきま

すということで。 

 それと、復興支援でちょっともう一つだけ

なんですけれども、義援金――物資について

は今とめているということですけれども、義

援金が今３億900万ですかね、大体これまで

の間来たということですが、恐らく今減って

いるんじゃないかなと思うんですね、毎月毎

月でいくと。その辺の状況はどうですかね。

要は、被災直後は、皆さんまあ何とかしなき

ゃということで物すごく出るんですけれど

も、やっぱりこれからが今、実は、本当はお

金的な支援も必要になってくるんじゃないか

なと思うんですが、その辺はどうですかね。

まとめておられますか。 

 

○吉田健康福祉福祉政策課長 健康福祉政策

課でございます。 

 義援金について状況のお尋ねがございまし

た。毎月の状況を申し上げますと、月ごとに

だんだん減少しておりまして、３月14日から

３月末まで、およそ半月分ですが、２億800

万程度、それから４月に入りますと、４月１

カ月で約7,000万程度、５月分が丸１カ月で

3,000万円程度、それから６月が、１日から2

1日までの分ですが、260万ということで、義

援金箱を設置しました当初よりも、月ごとに

義援金というのが減少している状況にござい

ます。 

 以上でございます。 

 

○大西一史委員 いいです。 

 

○松岡徹委員 委員長、最後。 

 

○村上寅美委員長 それでは、最後とは言わ

ぬけれども、松岡委員。 

 

○松岡徹委員 僕の最後。震災、防災ですか

ら、問題の性格からして、本会議の議論でも

あったかと思いますけれども、時間かかるや

つと、やっぱり急ぐやつ、急いでできるもの

と２段階になるのかなということを思いま

す。 

 それから、この委員会は、やっぱり定例会

議だけにするというふうにしないで、節目節

目というか、何か大事なときにはやるという

ふうな感じで判断していただければと思いま

すけれども。 

 

○村上寅美委員長 ほかにありますか。じゃ

あ順番に簡単に。 

 

○堤泰宏委員 サプライチェーンのお話が出

たですね、言葉は間違うちょるかもしれんで

すけれども。私は、平成20年度のある統計を

見たんですよ。もう名前忘れた。平成20年度

だけで、従業員が10名以上、10名以上です

よ、の事業所、主に工場。この閉鎖が日本国

内で9,700カ所だったかな。失業者が直接60

万人、それで、その事業所がもし存続しとっ

たならば、高卒、大卒の新規採用を、これは

数字は忘れましたけれども、３万前後書いて

あったような気がいたします。そういう中

で、東北の事故があって、工場が海外に移っ

ていくと。さっき言うた9,700カ所の閉鎖し

た工場はほとんど、数は9,700じゃないかも

しれんけれども、海外に行っとるわけですよ

ね。なぜかというと、トヨタでも日産でも、

大きな自動車工場が海外にラインをつくりま

すから、その大きなラインの近くに下請、孫

請が行った方が生産効率がいいということで

しょうね。ですが、そういうとをやっぱり１

つベースにしとかぬと、今度の震災で工場が

海外に移転をする、その失業者がどんなふう

に出るか、国内のサプライチェーンの企業に
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どういう影響があるか、そういうことでのそ

ういう皆さんの対応であると思いますので、

9,700が平成20年度に行ってますよ。もう今

の時期だから平成21年度の統計資料も出とる

かもしれないですね。ですが、それをちょっ

と頭に入れて、次に私、９月の会議のとき質

問しますので。 

 それからもういっちょ、原子力発電所が今

日本に54カ所あるそうですもんね。私は全く

知りませんでした。恐らく皆さんもほとんど

54という数字は御存じなかったと思うんです

ね。最初にできたのはいつか、どこにできた

のか、これ、私は知りませんので、また今度

質問しますもんね。そして、54基目がいつで

きたのか。それから、各発電所をつくるの

に、さっきたくさん御意見が出ておりまし

た。熊本の場合は熊本県民ですよね、それぞ

れの――町民じゃだめですよね。 

 20キロ、30キロ圏は避難。アメリカの軍隊

は、２万人日本に手伝いに来られて、90キロ

圏内にはアメリカの軍人は近づくなと、そう

いう指令が出とったやにも聞いていますか

ら、アメリカの軍隊は、90キロ圏内が危険で

あると判断したと思うですよね。ですから、

その原発立地予定の町とか、そういうところ

に説明をしたんじゃ不十分であったと思うん

ですよね。そういう説明がしてあるかどう

か。 

 それから、ここに、31ページ、原子力発電

所事故への対応体制の構築、ありますでしょ

う。担当がどなたか知らぬけれども。なら、

原子力発電所をつくるのに、どういう事故が

起こるか、そういう説明をしたというふうに

これはとらにゃいかぬですよね。そういう事

故が起こるという説明をして原子力発電所の

立地ができたか、これをお尋ねします。 

 それから、この事故の種類ですよね、今度

は、冷却水の送水ポンプが壊れて冷却ができ

ぬようになって燃料棒が溶けてしもうたと。

あれはレベル７かな、チェルノブイリと一緒

のような状況になったと。冷却水がとまれば

こんなふうになりますよと、アメリカとフラ

ンスから機械を買うてきて対応しますと。そ

んなことを福島の人に東京電力が説明しとっ

たのか、私はそういうことを次の委員会で質

問しますので、きょうはいいですから、調べ

とってください。 

 

○村上寅美委員長 堤委員のは、だから今、

今度の質問を含めてそういう問題提起をした

んだから、きょう、答弁はいいでしょう。 

 

○堤泰宏委員 いいですよ。 

 

○佐藤雅司委員 今一番県民にやっぱり関心

があるのは、電力の需給の関係だろうと思い

ます。この８ページに、部会が設置されて、

これについてはもう庁内のことが主だったと

いうことが書いてありますけれども、３番目

には、電力の需給に関する情報収集というこ

との話が出てきているんですね。新聞報道で

は、確かに、ことしの夏は15％の節電を行わ

ないと、こういう話が出て、皆さんも、一通

り安堵しとるといいますか、そんな感じがあ

ると思いますけれども、一方では、本当にそ

うなるんだろうかと、やっぱり酷暑、暑さ次

第では、あるいはいろんな条件次第では、ひ

ょっとしたら節電をまた言うてきなはるとじ

ゃなかろうかという心配を私は県民がしてい

ると思うんですね。逆に、やっぱりエコ、自

然エネルギーの推進をせにゃいかぬなと、あ

るいは節電に心がけにゃいかぬなと、そうい

う意識も同時に高まってきている、そのこと

はいい話ですけれども、やっぱりきちんとし

た県民の生活を支えていく、あるいは、先ほ

どから出ております県内の企業の海外移転の

話まで含めて非常に関心が高いというふうに

思っておりますので、その辺の情報がこの時

点で恐らく刻々と変わってくる可能性もあり

ますので、ぜひ今の時点でどうなのかという
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ことを把握しておられれば、おっしゃってい

ただきたいなと。おられなければもう結構で

すから。 

 

○前川收副委員長 ちょっと委員長の許可も

らって言いますけれども、先ほど委員長が整

理された中で、国の施策にかかわる分につい

ては審議対象、結論は出せないと、出す機関

じゃないわけですから。節電対策についてど

うする、節電対応をどうするのかという部分

については、ここに表示されているとおり

で、よくそこは議論すべきだと思いますが、

原子力の是非とか、原子力の代替財源につい

ての議論は、なかなかこの委員会では難しい

と思っていますので、そこに入っちゃうと非

常に難しいので、何を聞きたいんですか。 

 

○佐藤雅司委員 その議論じゃありません。

いわゆる電力の需給に関して、九州電力が今

出しておりますですたいね、一応今回はゼロ

だという話なんですけれども、それは県庁も

県もしっかり把握をしているのかという、端

的に言えばそういうことなんですけれども。 

 

○森永新エネルギー産業振興課長 新エネル

ギー産業振興課でございます。 

 今、電力需給についての把握状況について

というお尋ねでございますけれども、もとも

と九電からお話があっていましたのは、この

夏、節電に向けての問題と、それからピーク

電力のカットといいますか、今お話があった

ように、猛暑のときにぽんと使用電力がふえ

る場合の、その対策と２つございました。 

 結論から申し上げますと、頻繁に九電さん

とやりとりしておりますけれども、直近、こ

こ土日の報道情報と同じぐらいの情報しか今

のところ県の方にはございません。燃料調達

については大分改善ができてきているという

こともありまして、何とか量の確保ができつ

つあるというお話と、それから、まだ正式な

発表はないんですけれども、節電自体、数値

目標つきで示すのかどうかについて、これも

まだ公式な発表はないということでお聞きし

ております。そういうものが出た時点に適切

に対応できますように、先ほど御指摘ござい

ましたように、県庁内に電力不足問題検討部

会を設けておりまして、この中で、20数課そ

れぞれ、施設の関係、産業の関係、生活の関

係、いろんな面から節電要請が仮に数値目標

つきであった場合にどういう対応が必要か、

その影響、あるいはその解決策等を今検討い

ただいているところでございます。 

 基本的には何とか今先生お話しのような形

でしのげればいいなと思っているところでご

ざいますけれども、そういう状況に備えて準

備はきちんとやっているということでござい

ます。また、追加の情報等が入りましたら、

先生方にも情報提供させていただきたいと思

っておりますので、よろしくお願いいたしま

す。 

 

○村上寅美委員長 よろしいですか。 

 

○佐藤雅司委員 はい。 

 

○村上寅美委員長 ほかにありませんか。 

  （｢ありません」と呼ぶ者あり) 

○村上寅美委員長 それでは、一応質疑をこ

れで打ち切ります。 

 きょうは、多岐多様、熱心な先生ばかりの

集合と申しますか、これは、貴重な意見であ

りますし、執行部としても、これは初めての

試みで、なかなか答弁その他も余り突っ込め

ない状態だと。だから、とにかくそちらの方

で、たたき台というか、そういうのが１つ出

ないことにはあれですけれども、副委員長が

言いましたように、途中経過においても、や 

っぱり非常に重要だから、いや、これは内緒

にしとくということじゃなくて、この問題は

なるべくオープン化して、あ、この前オープ
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ン化してたのがこうして結実したかなという

ような形で常に情報を提供していただくよう

に、委員長として申し上げておきたいと思い

ます。 

 それから、先生方から出た意見について

は、松岡先生から出た話も含めて検討させて

いただきたいというふうに思いますので、検

討させてください。 

 次に、閉会中の継続審査事件についてお諮

りいたします。 

 本委員会に付託の調査事件については、審

査未了のため、次期定例会まで本委員会を存

続し、審査する旨議長に申し出ることとして

よろしいでしょうか。 

  （｢異議なし」と呼ぶ者あり) 

○村上寅美委員長 異議なしと認めます。 

 次に、その他に入りますが、何かございま

せんでしょうか。 

  （｢ありません」と呼ぶ者あり) 

○村上寅美委員長 それでは、これをもちま

して第２回震災及び防災対策特別委員会を閉

会いたします。 

 お疲れさんでした。 

  午後３時42分閉会 
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